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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、ニカラグア共和国（以下、「ニカラグア」と記す）政府からの技

術協力の要請に基づき、当初、2008年 2月 27日から 2012年 2月 26日までの予定で、技術協力プ

ロジェクト「プエルトカベサス先住民コミュニティ生計向上計画」を実施いたしました。 

当初のプロジェクト協力期間の終了を 2012年 2月に控え、当機構は 2011年 9月 1日から 24日

まで、当機構農村開発部審議役である丸岡秀行（当時）を団長とする終了時評価調査団を現地に

派遣し、ニカラグア側の評価チームと合同でこれまでの活動実績等について総合的評価を行いま

した。これらの評価結果は、日本・ニカラグア双方の評価委員による討議を経て合同評価報告書

としてまとめられ、署名交換のうえ、両国の関係機関に提出されました。 

この結果を受けて、プロジェクトは協力期間を 1年間延長し、2013年 2月 26日まで協力を行う

こととなりました。ついては、延長期間の活動実績等について総合的な評価を行うため、当機構

は 2012 年 9 月 30 日から同年 10 月 21 日まで、当機構農村開発部審議役である中尾誠を団長とす

る終了時評価調査団を現地に派遣しました。 

本報告書は、両調査団による協議結果、評価結果を取りまとめたものであり、今後プロジェク

トの実施にあたり広く活用されることを願うものです。 

ここに、本調査実施にご協力とご支援をいただいた関係者の皆様に対し心から感謝の意を表し

ます。 

 

平成 24年 11月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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プロジェクト位置図 

RAAN及びプエルトカベサス市 

 
備考：Bilwiは CDR関係機関が所在するプエルトカベサス市の中心地区 

（プエルトカベサス市全体を Bilwiと称することもある）。 
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赤色：主要な地点 青色：農民プロモーター第 1グループのコミュニティ 
黄色：農民プロモーター第 2グループのコミュニティ 緑色：農民プロモーター第 3グループのコミュニティ 
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略 語 欧 文 和 文 

ADSIM 
Asociación de Desarrollo Social de Iglesia 

Morava 
モラビア教会社会開発協会（NGO）

AMC Acción Medica Cristiana 
アクション・メディカ・クリステ

ィアーナ（NGO） 

Alianza Comunitaria 

Proyecto Fomento de Capacidades de 

Alianza Comunitaria para Desarrollo 

Teritorial Rural 

JICA技術協力プロジェクト「農村

開発のためのコミュニティ強化計

画」 

BICU-CIDCA 

Bluefields Indian ＆ Caribbean 

University-Centro de Investigación y 

Documentación de la Costa Atlantica 

大西洋岸資料センター 

（BICU大学付属資料センター） 

BICU-CIUM 

Bluefields Indian ＆ Caribbean 

University-Centro Inter Universitario de 

la Iglesia Morava 

モラボ・インターユニバーシティ

センター・ブルーフィールズ・イ

ンディアン・カリビアン大学 

（BICU大学） 

BID Banco Interamericano para el Desarrollo 米州開発銀行 

C/P Counterpart カウンターパート 

CABEI 
Central American Bank for Economic 

Integration 
中米経済統合銀行 

CDR Comité de Desarrollo Rural 農村開発委員会 

COMAL 
Cooperativa Multisectrial Comandante 

Alex Lucer Blandon 

アレックス・ルセール・ブランド

ンマルチセクター組合 

CPC Consejo del Poder Ciudadano 人民権評議会 

DANIDA Danish International Development Agency デンマーク国際開発庁 

DTASPAN 

Proyecto de Difusión de Tecnologpía en 

Agricultura Sostenible a Pequeños 

Productores en Nicaragua 

JICA技術協力プロジェクト「ニカ

ラグア国小規模農家のための持続

的農業技術普及プロジェクト」 

EARTH 
La Escuela de Agricultura de la Región 

Tropical Húmeda 

熱帯湿潤地農業学校 

（EARTH大学：コスタリカ） 

FAO 
Organización de las Naciones Unidas para 

la Alimentación y la Agricultura 
国際連合食糧農業機構 

IFAD（FIDA） 

International Fund for Agricultural 

Development（Fondo Internacional de 

Desarrollo Agrícola） 

国際農業開発基金 

FISE Fondo de Inversión Social de Emergencia 緊急社会投資基金 

FSLN Frente Sandinista de Liberación Nacional サンディニスタ民族解放戦線 

GRAAN 
Gobierno Regional Autónoma del 

Atlántico Norte 
北部大西洋自治政府 

IDR Instituto de Desarrollo Agrario 農村開発庁 

 



 

 

INAFOR Instituto Nacional Forestal 国家林業庁 

INATEC Instituto Nacional Tecnológico 国家技術庁 

INETER 
Instituto Nicaragüense de Estudios 

Territoriales 
国土調査庁 

INTA 
Instituto Nicaragüense de Tecnología 

Agropecuaria 
農牧技術庁 

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 

JICA 
Agencia de Cooperación Internacional de 

Japón 
国際協力機構 

KfW Kreditanstalt für Wiederaufbau ドイツ復興金融公庫 

M/M Minutes of Meeting ミニッツ、協議議事録 

MAGFOR Ministerio de Agropecuario y Forestal 農牧林業省 

MARENA 
Ministerio del Ambiente y los Recursos 

Naturales  
環境資源省 

MASANGNI Semilla Verde 緑の種子（NGO） 

MEM Ministerio de Energia y Mina エネルギー・鉱山省 

MM Man Month 人月 

NGO Non Governmental Organization 非政府組織 

PDM Matriz de Diseño del Proyecto 
プロジェクト・デザイン・マトリ

ックス 

PERZA 
Proyecto Electrificacion Rural En Zonas 

Aisdadas 
農村孤立地域電化プロジェクト 

PLC Partido Liberal Constitucionalista 立憲自由党 

PNDH Plan Nacional de Desarrollo Humano 国家人間開発計画 

PO Plan de Operación 活動実施計画 

R/D 
Registro de Discusión (en el momento de 

la Formación del Proyecto) 
討議議事録 

RAAN Región Autónoma del Atlántico Norte 北部大西洋自治区 

RAAS Región Autónoma del Atlántico Sur 南部大西洋自治区 

UNA Univesidad Nacional Agraria 国立農科大学 

UNAG 
Unión Nacional de Agricultores y 

Ganaderos 
農牧畜生産者組合 

URACCAN 
Universidad de Regiones Autónomas de la 

Costa Caribe Nicaragüense 

カリブ海沿岸自治大学 

（URACCAN大学） 

YATAMA 
Yapti Tasba Masraka Nanih Aslatakanka 

（ミスキート語） 

母なる大地の子（ミスキート族を

中心とした先住民政治結社） 
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Ⅰ－i 

終了時評価調査結果要約表（当初協力期間） 
 

１．案件の概要 

国名：ニカラグア共和国 案件名：プエルトカベサス先住民コミュニティ生

計向上計画 

分野：農業セクター 援助形態：技術協力 

所轄部署：農村開発部畑作地帯第一課 協力金額：1億 9,000万円（2010年度末実績） 

 

 

協力期間 

（R/D）：2008年 02月 27日～2012

年 02月 26日 

先方関係機関：プエルトカベサス市役所等 

（延長）： 日本側協力機関：なし 

（F/U）： 他の関連協力：なし 

（E/N）（無償）  

１－１ 協力の背景と概要 

ニカラグア共和国（以下、「ニカラグア」と記す）は、国土面積 12万 9,000k ㎡、人口 514万

人（2005 年国勢調査）、1 人当たり GDP は 1,096 USD（2009 年ニカラグア中央銀行速報）であ

る。1979年から 10年以上続いた内戦による国内経済の疲弊の影響により、現在はハイチ共和国

に次ぐ中南米最貧国となっている。なかでも、北部大西洋自治区（RAAN）を含む大西洋側地方

は、貧困人口が 76.7％と国内でも最も貧困度が高く、貧困対策が大きな課題となっている。RAAN

は国土面積の 24.6％を占め、主にミスキート族などの先住民族の多くが居住している地域であ

り、ニカラグア政府やドナーによる開発支援も少ない。 

住民の大部分は粗放な焼畑農業を主とする農業や林業、また沿岸地域では主に漁業に従事し

ている。農業については肥沃な土壌が限られており、労働効率の悪い遠距離耕作を営んでいる。

総じて酸性で有機物の乏しい土壌は肥沃度が低く、また未熟な耕作技術により作物の病害虫の

被害も多いが、技術指導による農業・農村開発分野における支援はほとんど対策がとられてい

ない。このような状況から、しばしば自家用の穀物さえ不足し、流通には若干の余剰分をまわ

す程度であり、プエルトカベサス市内の市場には換金作物の多くが首都から運ばれており、農

民は市場を現金収入の場として十分に活用できていないなど、種々の問題を抱えている。 

これらの課題に対し、プエルトカベサス市等の自治体が住民支援の役割を担っているが、人

材や技術不足のために十分な活動ができていない。現地 NGOや他ドナーによる協力は小規模に

行われているが、小規模融資や保健医療分野等の社会開発分野が主な協力分野となっており、

農業従事者が大部分を占める地域にもかかわらず農業技術支援は行われていない。ニカラグア

政府の農牧業の研究・普及機関である農牧技術庁（INTA）の出先機関は、プエルトカベサス市

には存在せず、中央政府の技術普及サービスがいき届かない現状にあり、地元のリソースを生

かした普及体制を整えることが必要である。 

このような背景の下、同地域における先住民コミュニティの貧困削減のために、農業・農村

開発を主とする技術的な指導及び組織強化を通じた住民の生産と収入の改善支援が日本に要請

された。本プエルトカベサス先住民コミュニティ生計向上計画は、プエルトカベサス市役所を

カウンターパート（C/P）機関とし、同市役所、大学 2校〔モラボ・インターユニバーシティセ

ンター・ブルーフィールズ・インディアン・カリビアン大学（BICU-CIUM）、カリブ海沿岸自治
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大学（URACCAN）〕及び NGO（PANA PANA）より構成された農村開発委員会（CDR）を実施

機関として、2008年 2月から 4年間の予定で実施されてきた。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

１）モデル農民グループで確立された農業の普及により、プエルトカベサス市全体におい

て、農民の生計（生活水準）が向上する。 

２）プエルトカベサス市以外の先住民自治地域へ、農業普及活動が波及する。 

 

（２）プロジェクト目標 

モデル農民グループの生計（生活水準）が向上する。 

 

（３）成果 

１）農村開発委員会が規約と役割分担に基づき、機能している。 

２）モデル農民グループに普及された技術が導入されている。 

３）農村開発委員会の持続的な農業普及活動の実施体制が確立される。 

 

（４）投入（評価時点） 

【日本側】 

長期専門家派遣 延べ 3名 機材供与      約 360万円（4万 1,000 USD） 

短期専門家派遣 なし ローカルコスト負担 約 5,120万円（56万 9,000 USD） 

研修員受入   6名 

【相手国側】 

C/P配置 6名 ローカルコスト負担 約 5万 8,000 USD 

土地・施設提供 事務所・展示圃場など 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名 職位） 

総括：丸岡 秀行 JICA農村開発部審議役兼次長 

農業開発政策／環境保全型農業：城殿 博 JICA国際協力専門員 

評価分析：寺尾 豊光 水産エンジニアリング株式会社 

通訳：高濱 さえ子 （財）日本国際協力センター 

調査期間 2011年 9月 1 ～ 24日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）アウトプットの達成状況 

１）アウトプット１： 

2011 年 7月 27日にプエルトカベサス市議会において CDRの内部規定及び戦略計画が

承認され、CDR は常設化されるに至った。しかしながら、コミュニティに直結した組織

としての CDRの機能が十分に発揮されるには、コミュニティの農業支援に向けた各構成

機関の役割分担の明確化など、なお準備のプロセスが残っている。現在準備中の持続的

農業普及計画により、自治体、教育機関及び NGOの特徴を生かした役割分担が明確にさ

れ、これに沿って、終了時までに各構成機関がコスト負担を含み役割を果たすようにな

ることがアウトプット１の達成のための条件となる。 



 

Ⅰ－iii 

２）アウトプット２： 

現在第 1 グループのモデル農民に対して巡回指導が行われている。プロモーターの畑

や展示圃場を利用して、必要な農業技術の指導が行われるとともに、農民が直面する農

業生産に係る問題や制約条件がモニタリングされているが、どの程度のモデル農民が自

分の畑や家庭で、指導された農業技術や生活改善の学習内容を実践しているかを示す、

まとまったデータは存在しない。第 2 グループのモデル農民については、まだグループ

が存在しないので、巡回指導が行われる段階に到達していない。第 2 グループが大半を

占めることから、指標の一部は達成が困難と考えざるを得ない。 

３）アウトプット３： 

CDRを構成する 4機関の支出合計をみると当初予算の約 7割が執行できている。また

CDR が常設委員会となり内部規定が施行されたことで、委員会として予算確保を見通す

ことも可能となった。そのような状況から、CDRの構成機関が 2012年度の活動予算を確

保できるかがアウトプット３の達成の条件となる。 

 

（２）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標が達成される見込みは、6カ月後のプロジェクト終了時点においても薄

い。これは、モデル農民の大半を担当する第 2 グループの農民プロモーターが、仮に研修

半ばで技術指導を始めたとしても、主な作物の植え付け時期を既に過ぎているため、残余

期間ではその効果は限定されると考えざるを得ないためである。このような状況にあって

は、プロジェクト終了時までに、主要作物の収量増加や技術・技法の取得が指標で期待し

ているような程度や範囲で生じるとは見込めない。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性：高い 

ニカラグアの「国家人間開発計画（PNDH）」によれば、本プロジェクトが対象とする RAAN

は国家開発の重点地域のひとつである。さらに、中央政府が策定した「カリブ沿岸開発計

画」（2009～2012）では 12 分野の重点目標のひとつに「先住民地域や極貧村落の 1 万世帯

に生産能力を付与する」ことを掲げている。プロジェクト対象地域が所在するプエルトカ

ベサス市の「開発戦略計画 2003～2012」でも農牧生産の技術開発や支援プログラムの実施

が必要とされている。本プロジェクトは、以上のカリブ海沿岸地域への支援に重点を置く

国家政策と対象地域の自治体の開発戦略の実施に貢献する。 

対象の 3 地区はいずれも農林業または零細漁業に生計を依存している。肥沃な土地が限

られていることに加え、これまで開発援助がほとんど実施されていない地域であるため、

本プロジェクトが行う農業普及は裨益対象グループのニーズを満たすものとなる。 

日本の対ニカラグア事業展開計画（2010 年 8 月）が定める「農村地域貧困削減支援プロ

グラム」の下において、2011 年現在、本プロジェクトを含み計 6 件の各種援助スキームに

よる事業が実施中である。このプログラムの目標（貧困削減、農村地域の生活水準向上、

所得向上・雇用創出、地場産業育成）のうち、本プロジェクトの協力内容は 3 分野に合致

し、このプログラムの実施によく貢献する。 

 

（２）有効性：中程度 

外部要因の影響を受けた結果、第 2 グループの農民プロモーターの研修に大幅な遅れが

生じており、雨期との兼ね合いもあって、プロジェクト終了時までにモデル農民にまで技

術指導の手が伸びることは難しい状況にある。第 2 グループのモデル農民が全体の大半を

占めていることから、今後 6カ月のうちにプロジェクト目標が達成される見込みは薄い。
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このため、事情のいかんを問わず、本プロジェクトの有効性は高いと評価できない。 

一方、先行した第 1 グループの農民プロモーターが所在するコミュニティでは、時を経

るにつれ、プロモーター及びモデル農民が員数の増減が生じてはいるが、農民プロモータ

ー自身の技術定着やモデル農民への普及は確実に進んでおり、特に Tasba Pri地区のコミュ

ニティでは、プロジェクトの成果を多くみることができる。ひとつには堆肥の生産による

肥料の確保とその施肥による収量の安定確保や増加、またトマトやピーマン等の野菜を中

心とした新規作物の導入がある。水撃あるいは手押しポンプなど地元で調達可能な資材で

製作できる機材の導入により、従来は雨期に限定されていた作付けパターンの打開に見通

しが立ちつつあることも重要である。以上は、第 2 グループのモデル農民への普及が可能

となることで、本プロジェクトの有効性が格段と増すことを示唆する。 

 

（３）効率性：中程度 

特に 2010年 1月以前の前半期間では、安全の確保を損ないかねない状況があった。その

結果、展示圃場が Bilwi近郊の 1カ所に変更されるなど、本プロジェクトの活動の地理的範

囲が大幅に縮小されることとなった。また、当初は普及員を主体とした普及アプローチを

めざしたが、2010年 1月の PDM（ver.1）の導入に伴い、プロジェクト実施チームを主体と

した普及アプローチに変更された。この変更により、「普及計画」の作成など、中断された

活動が生じた。2010 年前半はコミュニティの圃場が撤収されていたため、第 2 グループの

農民プロモーターの研修開始が遅れた。これにより、雨期との兼ね合いもあって、アウト

プット２の達成が終了時までに見込めないこととなった。以上のなかで、アウトプット２

の未達成は、本プロジェクトの効率性を低めた大きな要因となっている。 

 

（４）インパクト：中程度（予想） 

1 番目の上位目標の達成を可能とするには、プロジェクト目標の達成を通じて、CDR が

プエルトカベサスの農業普及活動の実施・調整機関として機能することが前提となる。な

お、対象コミュニティ以外の場所に本プロジェクトの効果が及んでいる事例として、隣の

自治体である Waspam に居住する普及員が、プロジェクトの研修を受講した例がある。研

修の成果を活用した普及を行っている可能性が高い。これは部分的ながら、2番目の上位目

標の発現を示唆する状況といえる。 

 

（５）持続性：中程度（予想） 

１）政策面 

プロジェクト対象地域が位置する RAAN は、「国家人間開発計画（PNDH）」及び「カ

リブ沿岸開発計画」において開発優先地域のひとつに挙げられている。セクター別には、

住民が生計を依存する農業セクターに重点が置かれている。農牧林業省（MAGFOR）に

よる”Hambre Cero”計画や農林開発庁（IDR）によるマイクロ・クレジットなど、農業

セクターを対象とする個別の政府プロジェクトが実施されてきた。政府の RAAN に対す

る支援政策は今後も継続すると判断される。プエルトカベサス市の「開発戦略計画 2003

～2012」では農業生産の技術開発に重点を置いている。2009 年 2 月には市の天然資源環

境部に農業生産を担当する部署が新設されるなど、農業セクターへの支援体制は強化さ

れつつある。 

２）組織・財政面 

プロジェクト便益の再生産を担うこととなる CDRは、常設の委員会として市議会の承

認を受けた。また、2012年から 2017年を実施期間とする CDR戦略計画の承認も得られ

た。ただし、CDR の機能が十分に発揮されるには、現在準備中の持続的農業普及計画に
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より、自治体、教育機関及び NGOの特徴を生かした役割分担が明確にされ、これに沿っ

て各構成機関が役割を果たすようになることが求められる。 

３）技術面 

本プロジェクトの研修や圃場での指導により移転された技術は、堆肥づくりや水撃ポ

ンプの製作のように、地元で入手可能な資材・資源により対応可能なものが多い。また、

農民間普及を可能とするために、栽培技術も低投入で簡易な内容のものが選定されてい

る。第 1グループの農民プロモーターには、移転技術が既に定着した者も見受けられる。

巡回指導を維持することにより、技術面の持続性は確保できると考えられる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）実施プロセスに関すること 

土壌条件と適正技術の導入：プロジェクトが対象とする 3 地区のうち、普及活動が最も

進んでいるのは Tasba Pri地区である。同地区は土壌が農業に適しており、地区内における

農作物の育ちも比較的良好である。これが他の 2地域よりも活動を容易にした。 

他方、土壌がやせており農業生産に適さない土地が多い Llano地区においては、堆肥の導

入などにより、やせた土地でも実施可能な農業手法の普及がめざされた。その結果、この

ような条件下でも、多様な作物の栽培・収穫が可能なことが試験的に示された。Llano地区

では、化学肥料の使用に文化的に消極的な考えが一般的といわれる。プロジェクトの導入

した肥料はコミュニティにある自然の資源を活用してつくることが可能なことから、農民

の関心を得ることができた。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）実施プロセスに関すること 

＜外部条件の影響＞ 

プロジェクト開始直前の 2007年 9月に RAAN北部を通過したハリケーン・フェリックスは

Llano Norte 地区及び他の対象地区において、住宅や果樹の倒壊など、甚大な経済的被害をコ

ミュニティに与えた。また、プエルトカベサスの社会情勢が安定しない期間が続いており、

2008年 4月の Bilwiの暴動に伴う市役所襲撃、また 2009年 4月の武装強盗と、プロジェクト

活動の実施に直接影響を与えた事件も発生した。以降も 2009 年 11 月の市内暴動、2010 年 4

月の幹線道路封鎖、6月の空港封鎖及び Wana川渡しの封鎖、2011年 3月の燃料値上げや土地

問題の抗議デモ、9月の URACCAN大学の学生ストライキと、Bilwiや周辺では大小の社会的

な騒擾が続いている。 

このような状況のなかで、特に 2009年 4月の武装強盗事件の発生に際しては、事後に安全

対策レベルが高められ、展示圃場が Bilwi近郊に限定された結果、コミュニティでの活動が一

時期停滞することを余儀なくされた。その後、活動の制限は緩和されたが、この事態はプロ

ジェクト活動の進捗を遅らせる大きな要因となった。 

 

３－５ 結 論 

本プロジェクトはニカラグアではまれにみるハリケーンにより対象地域が被災した直後に開

始された。緊急支援や復興プロジェクトにより大量の物資援助が行われているなかで、3年半に

わたって本プロジェクトは自助努力の育成に向けた地道な支援を継続した。前半期間には治安

状況の悪化に伴うさまざまな影響を直接・間接に受け、活動実施のうえで多大な障害が生じた

こともある。そのような状況のなかで、開始以来 3 年目にして、現状に対応しかつ実施可能な

普及体制の構築に成功し、その結果、活動が先行したコミュニティでは、普及指導の結実を示

す営農状況が見受けられるに至っている。活動の遅延が災いし、期限内にはプロジェクト目標
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の達成は見込めないものの、限られた条件のなかで、本プロジェクトに従事するプロジェクト

実施チームと農民は、その使命を十分に果たしてきたと評価できる。 

 

３－６ 提 言 

（１）プロジェクトへの提言 

１）CDR「持続的農業普及計画」及び農業普及のための「ガイドライン」の 2011 年 12 月

までの策定。 

２）営農・生計等の状況を継続的に把握するための、過度に負担がかからない簡易な情報

収集・モニタリング方法の 2011年 12月までの導入。 

３）カリブ海沿岸開発庁と連携を取りつつ、大西洋岸自治区の自治体（RAAN 政府、プエ

ルトカベサス以外の市役所等）、当該地域で活動する政府機関（MAGFOR、INTA等）、さ

らにはドナー〔国連食糧農業機構（FAO）、国際農業開発基金（IFAD）、中米経済統合銀

行（CABEI）、ドイツ復興金融公庫（KfW）等〕や NGO を集めた、プロジェクトの成果

を公表し普及を図るためのセミナー／ワークショップの 2012年 1月までに開催。 

 

（２）ニカラグア側への提言 

１）CDR による次年度活動計画の適時・適切な策定、必要な投入の関係機関での合意、各

機関で必要な予算措置。その前段として、プロジェクト実施期間中の適切な予算の確保。

２）MAGFOR、RAAN政府といった機関の CDRへの参加検討。 

３）畜産分野、販売、種子確保等の分野における支援強化。 

４）他ドナーの活動との連携促進。 

５） 2大学が中心となっての、プロジェクトの経験、成果、弱点や、民族的テリトリーごと

の住民の認識、あるべきアプローチの相違等に係る研究促進。 

 

（３）日本・ニカラグア側双方に対する提言 

１）自然災害や事件によりプロジェクトの活動が遅れていることにかんがみ、プロジェク

ト活動期間の 1年間延長。 

２）延長の場合、PDM ver.3への改訂。 

 

３－７ 教 訓 

農村での住民主体となる開発事業、特に援助慣れの傾向があるコミュニティや外的干渉に慎

重なスタンスを取るコミュニティでの事業においては、生活改善アプローチのような住民の主

体性を醸成するような活動をまずは行うことで、事業実施の基盤づくりが促進される。 

 

３－８ フォローアップ状況 

協力期間の 1年間延長が提言されている。 
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終了時評価調査結果要約表（英文）（当初協力期間） 
 

I. Outline of the Project 

Country：República de Nicaragua Project title：Project for Improvement of Living Standard 

through Promotion of the Farming Production in the 

Indigenous / Ethnic-Communities of Puerto Cabezas 

Issue/Sector：Agriculture sector Cooperation scheme：Technical cooperation 

Division in charge：Rural Development Dept.

Field Crop Based Farming Area Division 1 

Total cost：190million Yen (at the end of JFY2010) 

 

Period of 

Cooperatio

n 

(R/D): Feb. 2008 to Feb. 2012 

(Extension): 

(F/U) : 

(E/N)（Grant Aid） 

Partner Country’s Implementing Organization： 

Municipality of Puerto Cabezas 

Supporting Organization in Japan： 

N.A. 

Related Cooperation：N.A. 

1. Background of the Project 

The Republic of Nicaragua has an area of 129,000 km2 and a population of 5,140,000 inhabitants 

(Census 2005). Per capita GDP is U.S. $1,096 (Report of the Central Bank of Nicaragua, 2009). Due to 

the internal conflicts that plunged the country into economic crisis and continued for over a decade since 

1979, Nicaragua had fallen to the second poorest country in the region after Haiti. In particular, the 

Caribbean Coast region that includes the North Atlantic Autonomous Region (RAAN) is considered the 

poorest with 76.7% of its population in poverty, presenting as a national challenge that demands action 

for resolution. The RAAN occupies 24.6% of the country area mainly inhabited by ethnic groups such 

as indigenous Miskito and developmental delays due to less support both by the government and 

international donors. 

 

Most residents are devoted to extensive agriculture and forestry by means of shifting cultivation. In the 

coastal area, artisanal fishing is the main activity. Fertile land plots are largely limited, and agriculture is 

inefficient as the farming lands are far from community. In general, soil fertility is low due to lack of 

organic matter, and many problems of pests and diseases are caused in their crops because of 

undeveloped techniques, while communities not having access to technical support on issues of 

agriculture and rural development. This situation leaves occasional shortage of grains even for family 

consumption, and only a small quantity of surplus crops can be sold. Markets in the municipality of 

Puerto Cabezas sell agriculture products that are brought nearly 100% from the country's capital and 

local producers are failing to use the market as a source for cash income. 

 

The municipality of Puerto Cabezas is positioned to fulfill a role of assisting the communities. To 

counter the above problems, however, their activities are insufficient due to lack of resources and 

techniques. Local NGOs and donors extend support on a small scale, but they mainly assist in the field 

of microfinance and healthcare or other social development, having no agricultural technical assistance 

in spite of being an eminently agricultural region. In the municipality of Puerto Cabezas, there is no 

office of Instituto Nicaragüense de Tecnología Agropecuaria (INTA), a government institution 

responsible for agricultural research and extension, which creates a situation of not having enough 

agricultural support services. Thus, the municipality has needs for extension system that takes advantage 
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of locally available resources. 

Under this circumstance, to alleviate poverty in the indigenous communities of this region, the 

Government of Nicaragua requested the Japanese government a technical cooperation to support the 

improvement of livelihood of these communities by strengthening their production system with 

technical guidance focused on agriculture and rural development. This "Project for Improvement of 

Living Standard through Promotion of the Farming Production in the Indigenous / Ethnic-Communities 

of Puerto Cabezas" has been implemented with a project term from February 2008 to February 2012. 

The counterpart institution (C/P) is the municipality of Puerto Cabezas, and the implementation agency, 

Comité de Desarrollo Rural (CDR), has been organized by the municipality, two universities 

(BICU-CIUM and URACCAN) and a local NGO (PANA PANA). 

 

2. Project Overview 

(1) Overall Goal 

1) The standard of living of farmers in the municipality of Puerto Cabezas is improved by 

the agricultural extension system established through approach of the model farmer groups. 

2) Agricultural extension activities extend to the indigenous areas outside the municipality of 

Puerto Cabezas. 

 

(2) Project Purpose 

The standard of living of the model farmer groups is improved. 

 

(3) Outputs 

1) The CDR functions according to prescribed rules and mandates of its member organizations. 

2) The model farmer groups introduce techniques taught. 

3) The CDR establishes a mechanism for implementing the sustainable agricultural extension. 

 

(4) Inputs 

Japanese side: 

Long-term Expert: 3 persons in total      Equipment: 3.6 million Yen 

Short-term Expert: None                Local cost: 51.2 million Yen 

Trainees received: 6 persons in total 

                                          Total Cost: 1.93 million Yen 

 

Nicaraguan side: 

Counterpart: 6 persons Local Cost: 58,000 US$ 

Land and Facilities: Office and demonstration farming plots 

 

II. Evaluation Team 

Members of 

Evaluation 

Team 

 

Leader: Hideyuki Maruoka, Deputy Director General, Rural Development Dept., JICA 

Agriculture Development Policies: Hiroshi Kidono, Senior Advisor, JICA 

Evaluation Analysis: Toyomitsu Terao, Fisheries Engineering Co., Ltd 

Interpreter: Saeko Takahama, Japan International Cooperation Center 
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Period of 

Evaluation 
 1 Sept. 2011 to 24 Sept. 2011 Type of Evaluation：Terminal Evaluation

III. Results of Evaluation 

1. Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance: high 

According to “Plan Nacional de Desarrollo Humano de Nicaragua” (NHRP), the RAAN, targeted by the 

project, is one of the regions with the highest priority for the national development. Moreover, the 

"Development Plan for the Caribbean Coast (2009-2012)" lists, as one of 12 objectives to be met until 

2012, a support “to provide production capacity to 10,000 families in communities indigenous and of 

extreme poverty". The Strategic Development Plan 2003 -2012 of the municipality of Puerto Cabezas 

cites the need to deploy a technical assistance program for agricultural and livestock raising 

development. This project therefore contributes to implementation of both the central government's 

national policies that place priority on supporting the Caribbean coastal region and development 

strategies by the local municipalities. 

 

In the whole area of the three target areas, the beneficiaries depend on agriculture, forestry or fishing as 

a means of livelihood. Besides the limited fertile land, very little assistance has been made for 

development in these areas to date, so the agricultural extension services to be developed by the project 

meet the needs of target groups. 

 

Under the “program to support poverty alleviation in rural areas” that is defined in the medium term 

cooperation plan in Nicaragua made by the Japanese government (prepared in August 2010), as of 2011, 

six projects in Nicaragua including this project are ongoing, based on the various cooperation schemes. 

This project contributes to implementation of the program, meeting 3 areas among the program 

objectives (poverty reduction, improvement of living standards in rural areas, improvement in income 

and job creation, and promotion of local industries). 

 

(2) Effectiveness: moderate 

External conditions have caused a significant delay in training of the promoters in the second group. 

This delay made it difficult to extend the technical guidance to their model farmers by end of the project 

in consideration of timing of the rainy season. Since most of the model farmers will come from the 

second group, it cannot be expected to achieve the project within remaining 6 months. By this reason, it 

is hard to judge that the effectiveness of the project is high. 

 

In the communities run by the promoters in the first group, though a number of promoters and model 

farmers raises or falls over time, the promoters have deepened settlement of the techniques and delivery 

of the techniques to model farmers have progressed steadily. Especially in some communities in the 

territory of Tasba Pri, we can see many effects of the project, which include stable or increased crop 

production through securing of fertilizer by producing composts and introduction of new crops of 

vegetables such as tomato or pepper as well. It is also important that the introduction of ram or hand 

pumps are opening a further step towards diversification in the cropping pattern, previously limited to 

the rainy season. The pump units can be driven without electricity and assembled using the materials 

available in local shops. These developments in the first group indicate that by making the extension 

services available to the second group, the effectiveness of the project would be increased significantly. 
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(3) Efficiency: moderate 

Especially in the first half of the project term before January 2010, there existed a critical situation to 

jeopardize the safety of the experts and the project counterpart personnel. As a result, the geographic 

coverage of the project was greatly reduced, and the demonstration farms had been retreated to only one 

place situated in suburb of Bilwi. In the initial stage, though an extension approach is oriented to 

extension to be done by the extension agents, accompanied with applying of the PDM (ver.1) in January 

2010, the approach was change to extension to be done by the project implementation team, which 

resulted in suspension of some activities that include formulation of the "extension plan". In the first 

half of 2010, the start of training the promoters in the second group was delayed, due to withdrawal of 

demonstration farms from the communities. Taking into consideration the rainy season, this caused 

delay in activities for output 2 that is not expected to be achieved by end of the project. Among all the 

causes referred here, nonattainment of output 2 is the major factor that lowers the efficiency of the 

project. 

 

(4) Impacts: expected to be moderate 

To facilitate the achievement of the overall goal 1), the CDR should be able to function as an 

implementation and coordination agency for extension services in the municipality of Puerto Cabezas 

first above all through achievement of the project purpose. The examples that the project has given an 

impact aside the target communities already may include a case of an extension agent who resides in the 

neighboring municipality of Waspám who has taken a training course. It is most likely that the agent 

uses the experience of training for his/her extension efforts. This therefore indicates a process that leads 

to generation of the overall goal 2). 

 

(5) Sustainability: expected to be moderate 

1) Policy Issue 

The RAAN is cited as one of the prioritized regions in the NHRP and the "Development Plan for the 

Caribbean Coast". Especially the agricultural sector, on which the people depends their livelihood, has a 

higher priority. The government projects have also been implemented with focus on the agricultural 

sector, as shown in the program of "Hambre Cero" by MAGFOR and the micro-loans provided by 

Instituto de Desarrollo Agrario (IDR). It is considered that the Nicaraguan government policies to 

support the RAAN will continue further. In addition, the Strategic Development Plan of the municipality 

of Puerto Cabezas emphasizes the development of technology for agricultural production. In February 

2009, the municipality thus established a technical division in charge of agricultural production in the 

Department of Natural Resources and Environment. In this way, the municipality is to strengthen their 

support for the agricultural sector. 

 

2) Organizational and financial aspects 

The CDR, which is responsible for reproducing the project benefits, has been approved by the 

municipality council as a permanent committee. At the same time, the strategic plan of CDR (2012 to 

2017) has been approved. However, to fully deploy its required functions, it will be needed that the roles 

among the municipality, educational institutions and NGOs are clearly identified in order to maximize 

their capacities with based on the sustainable agriculture extension plan, and that they actually fulfill 

their due roles according to the program. 
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3) Technical aspect 

Many of the techniques transmitted through training courses and guidance given in the demonstration 

farming plots, as like composting and assembling of ram pump, use materials or resources available in 

local. To make farmer to farmer extension easy and feasible, simple farming techniques that require less 

investment were selected as well. Among the promoters in the first group, there are some who have 

digested the introduced techniques. Sustainability of the technical aspect of the project would thus be 

ensured as long as maintaining on-site technical guidance. 

 

2. Factors that promoted materialization of effects 

(1) Factors concerning to the Implementation Process 

Soil conditions and selection of technologies: Of the 3 territories under the project, Tasba Pri is the most 

advanced in the extension activities. This territory has soil suitable for agriculture and growth of crops is 

relatively good, which has helped out the project activities easier than in other two territories. 

 

On the other hand, in the two territories of Llano where most of the land has unsuitable soil for agricultural 

production by low fertility, the project aims to disseminate agricultural techniques applicable even in low 

soil fertility that include introduction of organic fertilizer. It has been found in the level of experiment that 

such techniques can grow and harvest different types of crops in these difficult conditions. It is reported that 

in the territories of Llano there is a greater reluctance to use chemical fertilizer for cultural reasons, and in 

this sense the project has managed to grab the interest of farmers, as fertilizer introduced by the project 

utilizes the natural resources available in communities. 

 

3. Factors that impeded materialization of effects  

(1) Factors concerning to the Implementation Process 

Outer conditions: Hurricane Felix passed north of the RAAN in September 2007 prior to the initiation of 

the project caused grave economic damage, such as destruction of houses and fruit trees, in the 

communities of North Llano and other target territories. Another factor is the precarious social order 

faced by the municipality of Puerto Cabezas. The incidents cited include the attack to the municipal 

office on public disturbance in Bilwi in May 2008 and the armed assault in April 2009, which directly 

impacted on the development of the project. These are followed by the other disturbance in the 

municipality (November 2009), blocking major roads (April 2010) and the airport and the Wawa River 

barge (June 2010), protests against rising fuel prices and the problem of land tenure (March 2011) and 

strikes by students of the University URACCAN (September 2011). In this way, so far the social unrest 

of various scales has continued within Bilwi and its surroundings. 

 

As a result of the assault which occurred in April 2009 and subsequently increased security level, the 

demonstration farms were limited to operate in vicinity of Bilwi. This slowed for a time the community 

activities. Although the limitation of the activities has been eased afterwards, the incident generated the 

significant delay in progress of the project. 

 

4. Conclusion 

This project was begun soon after the project target areas were widely devastated by a hurricane of an 

extraordinary magnitude, rarely seen in Nicaragua. While other projects invested large amounts of 

emergency relief supplies, the project continued to provide ordinary and constant support over 3 and a 

half years to build self-reliant efforts in communities. In the first half of the project term, the project 
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was directly influenced by the worsened security that caused difficulty in implementing the activities. 

Even under these conditions, in the third year, the project has succeeded in building of a practicable 

extension system that can meet the actual situations, and as results of guidance and advice of the 

extension services, it is now able to see some forms of developed farming in advanced communities. 

Though it is difficult, because of the backwardness of the activities, to attain the project purpose by end 

of the project, it can be judged that the project team and farmers involved have been duly performing 

their role in rather limited conditions. 

 

5. Recommendations 

To Project team: 

(1) Formulation of the guideline and the sustainable agriculture extension plan by December 2011 

(2) Introduction of simplified information collection and monitoring by December 2011 for purpose of 

continued tracing of development in agriculture production and livelihood in the project sites 

(3) Hosting of a seminar or workshop by January 2012 for disseminating and extending outcomes of 

the project under participation of local governments in RAAN, government agencies that work in 

the region, donors and NGOs, with coordination with Secretaría de Desarrollo de la Costa Caribe. 

 

To Nicaraguan organizations: 

(1) Timely and appropriate formulation by CDR of an action plan for the next year, together with 

agreement in the related organizations for necessary investing, budget allocation necessary in each 

organization; appropriate budget allocation for the project term as preparatory measure 

(2) Reviewing of the participation in CDR of the organizations such as Ministerio de Agropecuario y 

Forestal (MAGFOR) and the RAAN government 

(3) Enhanced support for livestock, marketing, seed securing and others 

(4) Promotion of coordination with activities of other donors 

(5) Research promotion to be made mainly by 2 universities with regard to experience, outcome, and 

defect of the project; ways of recognition of the farmers at every ethnic territory; difference of 

desirable approach, and others 

 

To Both Japanese and Nicaraguan sides: 

(1) One year extension of the cooperation term considering natural disaster and incidents that impacted 

on the development of the project. 

(2) Revise of PDM to version 3. 

 

6. Lessons Learned 

In case of development projects with rural villagers as key actors, especially in communities where 

residents are accustomed to receiving donations or where they show reluctance to outsider’s 

intervention, the first advance activities that promote the initiative in them, such as those focusing 

livelihood improvements, can develop a good foundation for implementing other components of the 

project. 

 

 

7. Follow-up Actions 

One year extension of the cooperation term was recommended by the Joint Evaluation Committee. 
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第１章 プロジェクトの概要 
 

１－１ プロジェクト名称 

・（和）プエルトカベサス先住民コミュニティ生計向上計画プロジェクト 

・（英）Project for Improvement of Living Standard through Promotion of the Farming Production in the 

Indigenous / Ethnic-Communities of Puerto Cabezas 

 

１－２ プロジェクト期間 

2008年 02月 27日から 2012年 02月 26日 

 

１－３ プロジェクト対象国、対象地域 

対象国：ニカラグア共和国（以下、「ニカラグア」と記す） 

対象地域：プエルトカベサス市内プロジェクト 3対象地域 

（Llano Norte、Llano Sur、Tasba Pri） 

 

１－４ 受益対象者 

直接裨益者：約 2,500人 

・農村開発委員会（Comité de Desarrollo Rural：CDR） C/P 6名 

・モデル農民グループ 500人（25人×20コミュニティ） 

・モデル農民以外の農民 約 2,000人 

    

 関接裨益者：約 18,500人 

・プエルトカベサス市内プロジェクト対象 3地域 

Llano Norte（16コミュニティ 約 7,400名）、Llano Sur（17コミュニティ  約 5,300名）、

Tasba Pri（29 コミュニティ 約 8,300 名）の住民（62 コミュニティ）から直接裨益者を

除いた約 18,500名 

・NGO、大学 2校関係者 約 300名 

PANA PANA（NGO）18名、カリブ海沿岸自治区大学（URACCAN）農学科 教授 15名 職

員 6名 学生 120名、モラボ・インターユニバーシティセンター・ブルーフィールズ・イ

ンディアン・カリビアン大学（BICU-CIUM）農林学部 教授 24名 職員 2名 学生 110

名 

 

１－５ プロジェクト実施機関 

北部大西洋自治区（RAAN）プエルトカベサス市役所、BICU大学、URACCAN大学、PANA PANA

（NGO） 

 

１－６ プロジェクト概要 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）（ver.2）における本プロ

ジェクトの上位目標、プロジェクト目標、アウトプットは以下に示すとおりである。 
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１－６－１ 上位目標 

（１）モデル農民グループで確立した農業の普及により、プエルトカベサス市全体において、

農民の生計（生活水準）が向上する。 

 

（２）プエルトカベサス市以外の先住民自治地域へ、農業普及活動が波及する。 

 

１－６－２ プロジェクト目標 

モデル農民グループの生計（生活水準）が向上する。 

 

１－６－３ アウトプット 

（１）農村開発委員会が規約と役割分担に基づき機能している。 

 

（２）モデル農民グループに普及された技術が導入されている。 

 

（３）農村開発委員会の持続的な農業普及活動の実施体制が確立される。 

 

１－６－４ 本プロジェクトの構成 

上述のとおり、本プロジェクトにはプロジェクト目標達成のために 3 つのアウトプットが設

定されている。PDM（ver.2）に基づく本プロジェクトの構成は表１－１に示すとおりである。 

 

表１－１ 本プロジェクトの構成 

上位目標 

･ モデル農民グループで確立した農業の普及により、プエルトカベサス市全体に

おいて、農民の生計（生活水準）が向上する。 

・プエルトカベサス市以外の先住民自治地域へ、農業普及活動が波及する。 

プロジェクト

目標 
モデル農民グループの生計（生活水準）が向上する。 

アウトプット 

１． 農村開発委員会が規

約と役割分担に基づ

き機能している。 

２． モデル農民グループ

に普及された技術が

導入されている。 

３． 農村開発委員会の持

続的な農業普及活動

の実施体制が確立さ

れる。 
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第２章 終了時評価概要 
 

２－１ 終了時評価の目的 

本終了時評価は以下の目的の下に実施された。 

    

（１）日本側の調査団とニカラグア側評価チームで合同評価委員会を構成し、現在までの活動内

容やその成果・効果等について、計画に対する達成度及び評価５項目の観点から評価する。 

    

（２）上記（１）の結果を踏まえ、プロジェクト実施上の問題点や、今後のプロジェクト活動に

ついて協議し、合同評価報告書に取りまとめ、両国政府関係機関に報告・提言する。 

 

２－２ 終了時評価の方法 

本評価調査は、「新 JICA 事業評価ガイドライン（第 1 版）」に基づき、PDM を用いた評価手法

に基づいて実施した。PDM（ver.2）（付属資料５参照）を評価の枠組みとして適用し、ニカラグア

側カウンターパート（Counterpart：C/P）及び日本人専門家、その他関係機関に対して質問票・イ

ンタビューを通して情報収集を行うとともに、プロジェクトの事業対象地区を視察し、農民プロ

モーターやモデル農民グループからのヒアリングを行った。本評価調査における主なデータ収集

方法及び情報源は以下のとおりである。 

・既存資料レビュー〔ミニッツ（M/M）、討議議事録（R/D）、事前評価報告書、中間レビュー調

査報告書、業務完了報告書等〕 

・質問票調査（日本人専門家、C/P機関、普及員） 

・キーインフォーマント・インタビュー（日本人専門家、プエルトカベサス市役所、BICU大学、

URACCAN大学、PANA PANA、普及員等） 

・直接観察（Tasba Pri地区、Llano Norte地区、Llano Sur地区内のフィールド踏査） 

・参加型ツールを用いたグループ・インタビュー（農民プロモーター、モデル農民グループ） 

 

２－３ 合同評価委員会の構成 

（１）終了時評価調査団（日本側） 

担当分野 氏名／所属先 期 間 

総 括 
丸岡 秀行 

JICA農村開発部 審議役兼次長 
2011年 9月 12～20日 

農業開発政策／ 

環境保全型農業 

城殿 博 

JICA国際協力専門員 
2011年 9月 2～20日 

評価分析 
寺尾 豊光 

水産エンジニアリング株式会社 
同上 

通 訳 
高濱 さえ子 

（財）日本国際協力センター 
同上 
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（２）ニカラグア側評価委員会 

所属先 氏名・役職 期間 

ブルーフィールズ・インディア

ン・カリビアン大学 

（BICU-CIUM） 

Victor Mairena 

Docente 

2011年 9月 5～9、

16～20日 

カリブ海沿岸自治区大学 

（URACCAN） 

Abner Figeroa 

Docente 
同上 

NGO 

PANA PANA 

Samuel Mercado 

Presidente de Junta Directiva 
同上 

プエルトカベサス市役所 

Alcardia 

Ivonne Waters 

Directora de Cooperación Externa 
同上 

同上 
Raynaldo Mairena Blexly 

Responsable de Producción 
同上 

MAGFOR RAAN支所 
Mojareth Alveres 

Facilitador Agropecuario 
同上 

 

２－４ 評価日程 

日本側終了時評価調査団の現地訪問は 2011年 9月 2日から 20日までの 19日間である。日程の

詳細は付属資料１を参照のこと。 

 

２－５ 評価のデザイン 

本評価調査に先立ち評価グリッドを作成した。評価グリッドの主要な設問事項は以下のとおり

である。 

 

（１）プロジェクトの実績 

プロジェクトの実績は投入、アウトプット、プロジェクト目標及び上位目標の各項目につ

いて、PDM（ver.2）にある指標を参照にその達成状況（または達成見込み）を確認する。 

 

（２）実施プロセス 

プロジェクトの実施プロセスは、技術移転の方法、関係者間のコミュニケーション、モニ

タリング等さまざまな観点に基づき、プロジェクトが適切に運営されたかどうかにつき検証

するものである。さらに、実施プロセスの検証によりプロジェクトの効果発現に係る貢献要

因、阻害要因の抽出を図る。 

 

（３）評価５項目に基づく評価 

上記 2 つの項目における検証結果に基づき、プロジェクトは評価５項目の観点から検証す

る。評価５項目の各項目の定義は以下の表２－１のとおりである。 
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表２－１ 評価５項目の定義 

評価５項目 JICA事業評価ガイドラインによる定義 

妥当性 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が受益者のニ

ーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政

策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金で

ある ODAで実施する必要があるかなどといった「援助プロジェクトの正当性・

必要性」を問う視点。 

有効性 
プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされて

いるのか（あるいはもたらされるのか）を問う視点。 

効率性 
主にプロジェクトのコスト及び効果の関係に着目し、資源が有効に活用されてい

るか（あるいはされるか）を問う視点。 

インパクト 
プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を

みる視点。この際、予期しなかった正・負の効果・影響も含む。 

持続性 
援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持

続の見込みはあるか）を問う視点。 

出所：プロジェクト評価の手引き（JICA事業評価ガイドライン） 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

本プロジェクトの協力開始当初から 2011年 9月現在までの投入実績は以下のとおりである。 

 

３－１－１ 日本側投入 

（１）専門家派遣 

本プロジェクト開始以降、チーフアドバイザー／普及組織／営農及び業務調整の 2 分野

に係る業務を行うために、長期専門家が延べ 3名派遣された。経過期間 3.6年に対して、ニ

カラグア滞在のため投入された人月数は合計約 76人月である。派遣期間等の詳細を付属資

料７－１に示す。 

 

（２）本邦研修 

本プロジェクト開始以降、プロジェクト C/P 要員 5 名と関係機関代表者 1 名が本邦研修

を受講した。これらの受講者はプロジェクトに従事して以来一貫してプロジェクトにかか

わっており、本邦研修で得た知識・経験を対象コミュニティ内外で伝達する立場にある。

本邦研修の受講者氏名と実施概要の詳細を付属資料７－２に示す。 

 

（３）普及員及び農民プロモーター研修 

普及員研修は 2008 年 11 月より開始され、2009 年 12 月に第 1 回目を終了した。10 テー

マが研修され、延べ 286名の普及員が参加した。第 2回目は 2010年 10月から 2011年 5月

の間に行われた。5テーマが研修され、延べ 111名の普及員が受講した（付属資料７－３参

照）。普及員はそれぞれ政府機関、NGO または大学等に所属している。Bilwi にある

URACCAN大学や BICU大学等において座学・実習が行われた。 

対象コミュニティの農民プロモーターのための研修は 2 グループに分けて実施された。

第 1 グループに対する研修は 2009年 2～12 月の間に実施された。6 テーマの研修が実施さ

れ、対象 3地区より延べ 260名の農民プロモーターが参加した（付属資料７－３参照）。第

2 グループに対する研修は、2010 年 7 月に開始され、2011 年 12 月に終了する計画である。

大きく分けると研修テーマの数は 12課題が予定されている。2011年 7月までの間に、延べ

838人が参加した。 

 

（４）機材供与 

2011年 9月現在、合計約 4万 530 USD相当の機材が日本側より提供されている。供与先

はその大半が市役所であり、一部 BICU大学と URACCAN大学に対して供与がなされた（コ

ミュニティ巡回指導用のバイク等）。供与機材の内訳を付属資料７－４に示す。 

 

（５）ローカルコスト費用 

日本側のローカルコスト負担として、2011 年 7 月末までの間に、約 425 万コルドバ及び

約 18万 2,000 USDが支出された。合計約 56万 9,000 USDとなる。ローカルコスト費用の

年度別支出金額を付属資料７－５に示す。 
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３－１－２ ニカラグア側投入 

（１）C/P要員の配属 

本プロジェクトに対して、プエルトカベサス市役所から 2名、BICU大学から 2名（うち

1 名は他のプロジェクトと兼任）、URACCAN 大学から 1名、PANA PANA からは 1 名の合

計 6 名の C/P が配属されている。このうち 3 名はプロジェクトの協力開始当初から現在に

至るまで継続して C/Pの業務に従事している。 

プロジェクトの実施機関であるCDRメンバーとして 4機関より 10名が任命されており、

うち 5 名はプロジェクト開始当初から現在まで委員として本プロジェクトにかかわってい

る。C/Pの配属状況を付属資料７－６に示す。 

 

（２）事務所、施設の提供 

プロジェクト開始時には、プエルトカベサス市役所内に専門家や C/P の執務スペースが

設けられた。その後、2008 年 4 月に市内で起きた暴動で市役所が襲撃対象となり、プロジ

ェクト事務所を含む市役所施設が破壊された。そのため、2008 年 5 月に BICU 大学により

提供された BICU大学付属資料センター（BICU-CIDCA）付属施設にプロジェクト事務所を

移転し、現在に至っている。 

 

（３）ローカルコスト負担 

2011 年 7 月末までの間に、実施機関 CDR の構成機関（市役所、BICU 大学、URACCAN

大学、PANA PANA）が負担したローカルコストは総額約 5万 8,000 USDであった。年平均

では、1 万 6,600 USD に相当する。2011 年 1 月から 7 月の期間でみると、主な支出項目は

C/Pの人件費である。実施機関のローカルコストの年度別支出金額を付属資料７－５に示す。 

 

３－２ 活動実績 

プロジェクトの活動は PDM（ver.0）～PDM（ver.2）に従って実施された。現行の第 2版に至る

まで PDM は 2 回改訂されている。各 PDM の適用期間を表３－１に示す。この間になされた活動

計画の主な改訂には、付属資料８に示されるように、 

① 普及の実施体制が「普及員→モデル農民グループリーダー」から「プロジェクト実施チー

ム→農民プロモーター」に変更されたこと、 

② 展示圃場の位置が、対象地区ごとに選定されたコミュニティから Bilwiに位置する BICU大

学農林学部付属農場の 1カ所に変更され、その後またコミュニティに戻ったこと 

等が含まれる。 

 

表３－１ 各 PDMの適用期間 

PDM（ver.0）の適用期間 

2008年 2月～2009年 12月 

（約 2年間） 

PDM（ver.1）の適用期間 

2010年 1月～7月 

（7カ月） 

PDM（ver.2）の適用期間 

2010年 8月～2011年 9月 

（13カ月） 

    



 

Ⅰ－8 

プロジェクト実施チームは、C/P要員、普及員及び中核的な農民プロモーターにより構成される。

普及実施の主体が普及員からプロジェクト実施チームに変わったのは、少なくとも本プロジェク

トにより実施可能な普及体制を特定するための試行の結果である。ただし、プロジェクト設計に

おける普及員の位置づけが変わったことから、PDM（ver.0）にみられた普及員研修計画や普及計

画の意義も変わり、なかには中断する活動も生じることとなった。このような状況の下で、コミ

ュニティ・レベルの活動に経験が積まれる一方で、普及計画の立案のように CDRレベルで実施さ

れるべきタスクに遅れが目立つようになった。なお、農民グループリーダーと農民プロモーター

には基本的な相違はない。 

展示圃場の位置が変わったのは、2009 年 4 月の武装強盗事件に示されるようなプロジェクトサ

イト周辺の治安状況に対処するためであった。展示圃場が Bilwi 近郊に限定されたこと等により、

コミュニティでの活動は一定期間停滞することとなった。現在みられるようなコミュニティでの

活発な活動が実施されるに至ったのは、PDM（ver.2）が適用された 2010年 8月以降である。 

 

３－３ アウトプットの達成状況 

（１）アウトプット１：農村開発委員会が規約と役割分担に基づき機能している。 

アウトプット１の指標： 

1-1. カウンターパートが計画通りに配置される。 

1-2. プロジェクト運営予算が適正に確保され、執行される。 

1-3. 委員会及び定例運営会議が適正な頻度で開催される。 

 

アウトプット１は、一定の条件が満たされれば、プロジェクト終了時までに達成される見

込みである。指標でみる限りは、アウトプット１は現状でもほぼ達成されている。CDR のす

べての 4構成機関から、プロジェクト事務所に C/Pが配属されている。R/Dに沿ってみると、

PANA PANAからの C/Pが 1名不足しているが、BICU大学から当初計画 1名のところ、事実

上 2名が任命されており、C/Pの人数は当初計画の 6人に達している。指標は達成済みである

（指標 1-1）。 

ニカラグア側が負担した運営経費について、これまでの年間予算額の平均をみると、当初

計画（年間 2 万 4,780 USD）の 66％が執行されたと示している。また、費目の内訳について

みると、実際に負担されたのは C/P の給料、家賃、電気代、清掃費（プロジェクトと折半）、

及び当初は予定されていなかった警備員雇用費、畑賃料などは負担されているが、普及活動

にとって重要な C/P の日当、車両・バイクの燃油費と維持費などの負担には至っていないこ

とが示される。指標は部分的に未達成である（指標 1-2）。 

CDRの会議（月 1回）及び専門家と C/Pの巡回指導等に係る定例会議（週 1回）について

は、定期的に実施されていることが確認された。指標は達成済みである（指標 1-3）。 

2011 年 7月 27 日にプエルトカベサス市議会において CDR の内部規定及び戦略計画が承認

され、CDR は常設化されるに至った。しかしながら、以上の状況にかかわらず、聴取調査の

結果では、コミュニティに直結した組織としての CDRの機能が十分に発揮されるには、コミ

ュニティの農業支援に向けた各構成機関の役割分担の明確化など、なお準備のプロセスが残

っている。現在準備中の持続的農業普及計画により、自治体、教育機関及び NGOの特徴を生

かした役割分担が明確にされ、これに沿って、終了時までに各構成機関がコスト負担を含み
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役割を果たすようになることがアウトプット１の達成のための条件である。 

 

（２）アウトプット２：モデル農民グループに普及された技術が導入されている。 

アウトプット２の指標： 

2-1. 農民プロモーターが 100名（20コミュニティ×5名）育成される。 

2-2. モデル農民グループが 20コミュニティで選定される（20グループ約 500名）。 

2-3. モデル農民グループの 50％が農業生産性向上に関する技術や手法を実践している。

2-4. モデル農民グループの 50％以上が生活改善研修で学んだ内容を実践している。 

 

アウトプット２はプロジェクト終了時点においても達成される見込みは薄い。 

これまで対象 3地区 8コミュニティに所在する農民プロモーターがまず 40名（第 1グルー

プ）育成された。次いで別の 15コミュニティに所在する 75人（第 2グループ）が 2011年 12

月終了予定の研修を受講中である。両グループの合計は 23 コミュニティ、115 人となる。指

標は達成すると見込まれる（指標 2-1）。 

第 1グループの農民プロモーターの下で計 176名のモデル農民（裨益者）が選ばれた。第 2

グループの農民プロモーターは研修中のためモデル農民を選定するに至っていない。プロモ

ーター1人が 5人のモデル農民に技術指導する約束になっており、第 2グループでは 375人が

選定されることとなるので、両グループを合わせるとモデル農民は 500 人を超えると見込ま

れる。指標は達成すると見込まれる（指標 2-2）。2グループの農民プロモーターと第 1グルー

プのモデル農民のコミュニティ別人数については、付属資料４の Anexo５を参照のこと。 

現在第 1 グループのモデル農民に対して巡回指導が行われている。プロモーターの畑や展

示圃場を利用して、必要な農業技術の指導が行われるとともに、農民が直面する農業生産に

係る問題や制約条件がモニタリングされているが、どの程度のモデル農民が自分の畑や家庭

で、指導された農業技術や生活改善の学習内容を実践しているかを示す、まとまったデータ

は存在しない。第 2 グループのモデル農民については、まだグループが存在しないので、巡

回指導が行われる段階に到達していない。第 2 グループが大半を占めることから、指標 2-3

及び 2-4の達成は困難と考えざるを得ない。 

アウトプット２の活動に携わる C/P 要員が普及事業に注いできた努力は高く評価される。

それにもかかわらず、アウトプット２の達成が困難となったのは、前述したように、外部要

因によりコミュニティでの活動が停滞を余儀なくされたためであることに留意したい。なお、

今後の課題として、現下の巡回指導の作業事項に、個別のモデル農民に対する技術定着を知

るためのモニタリングを追加することが考えられる。その際には、作業負荷を考慮したモニ

タリング頻度と抽出調査が実施可能な案として検討できる。 

 

（３）アウトプット３：農村開発委員会の持続的な農業普及活動の実施体制が確立される。 

アウトプット３の指標： 

3-1. 「持続的農業普及計画」を実施する普及員の数（50名） 

3-2. 右普及計画を実行する予算源が確保される。 

 

アウトプット３は、一定の条件が満たされれば、プロジェクト終了時までに達成される見
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込みである。普及員研修は、プロジェクトの当初段階に実施され、42 名が研修を修了した。

そのうち受講完了者 25名に対して修了証書が交付された。所属機関や所在地別の研修受講済

みの普及員数については、付属資料４の Anexo４を参照のこと。今後普及員研修を新たに行う

予定がないので、受講済みの普及員が 50人に達する見込みはない。しかしながら、プエルト

カベサスのコミュニティ 84 カ所に対処するのに 50 人は不要で、20 人程度で十分と考えられ

る。現在プロジェクトでは、C/P 1人が 4つのコミュニティを担当しており、その点からみて

も、普及員が 21人いれば、84カ所に対処できることが示される（指標 3-1）。 

PDM の改訂を重ねるなかで、普及員の位置づけが変わり、普及実施の主体がプロジェクト

実施チームになったことについては前述した。持続的農業普及計画が作成された段階では、

継続的な普及体制として、普及員と農民プロモーターの組み合わせが想定されるとプロジェ

クトでは考えている。 

CDR を構成する 4 機関の支出合計をみると、当初予算の約 7 割が執行できている。また、

CDR が常設委員会となり内部規定が施行されたことで、委員会として予算確保を見通すこと

も可能となった。そのような状況から、CDRの構成機関が 2012年度の活動予算を確保できる

かがアウトプット３の達成の条件となる（指標 3-2）。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：モデル農民グループの生計（生活水準）が向上する。 

プロジェクト目標の指標： 

2012年 2月までに、 

１．モデル農民グループの 50％が地域に適した技術を導入することにより主要産物の単位当

たり収量が向上することで余剰生産が 20％増加する。 

２．「先行グループ」（第一タームで研修を受けた農民プロモーターとそのモデル農民グループ）

の 50％で農業生産性向上に関する技術や手法を「３収穫サイクル」以上導入している。

３．モデル農民グループの 50％が生活改善研修で学んだ内容を継続的に実践している。 

 

プロジェクト目標が達成される見込みは、6カ月後のプロジェクト終了時点においても薄い。こ

れは指標１と３の達成が見込めないためである。すなわち、アウトプット２の指標を検討した際

と同様に、モデル農民の大半を担当する第 2 グループの農民プロモーターが、仮に研修半ばで技

術指導を始めたとしても、主な作物の植え付け時期を既に過ぎているため、残余期間ではその効

果は限定されると考えざるを得ない。このような状況にあっては、プロジェクト終了時までに、

主要作物の収量増加や技術・技法の取得が指標で期待しているような程度や範囲で生じるとは見

込めない。 

なお、指標１では余剰生産の増加を要求している。そのための比較情報として、プロジェクト

開始時の状況を伝えるベースライン調査の結果が必要となるが、この調査に相当するものとして、

本プロジェクトでは、農村実態調査（2008年 5 ～ 6月実施）が実施されている。ただ、この調査

は PDM（ver.0）に対応して実施されているため、第 0版が要求する定性的な指標に相当する情報

しか与えない。また一方、地方のコミュニティでは、余剰生産が直ちに生計（生活水準）の向上

に結実することは一般に容易ではない。交通インフラが未整備か、あっても割高な地方では、作

物の換金機会が大きく限定されるためである。以上から指標１は農村実態調査との対比が可能な

記述内容に変更する必要があると考える。 
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指標２は、第 1 グループを対象としている。コミュニティによっては、2009 年にモデル農民グ

ループが形成されているところもみられる。2010年と 2011年を経過期間にもつので、その分収穫

サイクルの回数も多いと推定できる。また、堆肥や灌漑のように複数の作物に適用できる技術も

ある。相当数のモデル農民が指標にいう収穫サイクルを超えた回数を実績にもつ可能性もあると

考えられる。ただ、まとまったデータが存在しないので、今のところ、以上の状況をより詳細に

知る手段はない。 

 

３－５ 実施プロセスにおける特記事項 

本プロジェクトの実施プロセスにおける特記事項は以下のとおりである。 

    

３－５－１ 農村開発委員会（CDR）の設立と活動 

CDR は、技術支援、フォローアップ、モニタリング、評価、農業生産等を通じて経済開発及

び人材養成に寄与する、農業セクターの計画・調整機関である（内部規定第 1条）。当初は本プ

ロジェクトの実施期間に限定された暫定組織であったが、2011 年 7 月に市議会の承認の下で常

設化された。これに伴い委員の任務や財源を明らかにした内部規定が施行され、また 2012年か

ら 2017 年を実施期間とする CDR 戦略計画の承認も得られた。持続的農業普及計画に沿って、

委員会を構成する 4 機関の役割が明確になることで、近い将来に委員会活動が本格的に開始さ

れる段階を迎えることとなる。 

 

３－５－２ 普及アプローチの変遷 

プロジェクトの実施途上で、普及の主体が普及員から、C/P要員を核とするプロジェクト実施

チームに変わったことに示されるように、本プロジェクトでは、実施可能な普及体制の特定に

向けた試行が行われた。また、レベルの異なった安全対策が手当てされるなかで、展示圃場が

一時期 Bilwi近郊に限定される状況もみられた。以上の結果、本プロジェクトが実施する普及計

画の見直しが行われ、またコミュニティでの活動が一定期間停滞することともなった。 

 

３－５－３ C/P要員を核としたプロジェクト実施チームの形成 

2010 年 8 月頃から C/P 要員を核とするプロジェクト実施チームによりコミュニティ巡回指導

が本格的に実施されるに至った。巡回指導に際しては、プロモーター等の圃場を利用して、必

要に応じて農業技術の指導が行われるとともに、プロモーターやモデル農民が直面する農業生

産に係る問題や制約条件がモニタリングされ、報告書に取りまとめられた。専門家と C/P の毎

週の会議で問題点が討議され対応策が検討された。以上は、現状に対応する普及体制が確立さ

れつつあることを示す。また同時に、CDR に参集した 4 機関の技術要員の手により実施可能な

普及体制のひとつの形が提示されたとみることもできる。 

 

３－５－４ 第 2グループ農民プロモーター研修にみる地区別アプローチ 

事前評価報告書など関連資料で示されるように、Llano地区と Tasba Pri地区とでは、コミュニ

ティ住民の民族（ethnicity）が異なる。前者はミスキートが多く、後者はメスティーソが多い。

Llano Norte地区での第 2グループ農民プロモーター研修には、収穫後処理、苗畑と栽培、栄養・

家庭経済、家庭菜園などが取り上げられているのに対して、Tasba Pri では、森林再生、養鶏・
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養豚、農林牧混交システムなどが含まれる。民族の違いによる農業のとらえ方、土壌条件、牧

畜の有無など、地区によって異なる社会や農業の状態が研修テーマに反映されている。 

 

３－６ 効果発現に貢献した要因 

３－６－１ 一貫した C/P要員の配属 

プロジェクトには現在 4 機関より 6 名の C/P 要員が配置されているが、このうち 3 機関の 3

名はプロジェクト開始当初（2008 年 3 ～ 6 月）から継続して活動に従事している。一貫した

C/Pの配属は、現場レベルでの活動を展開するにあたり、専門家、農民プロモーター及びモデル

農民グループとの関係構築に貢献した。また、C/Pの全員が対象地域の先住民の言語であるミス

キート語を第一言語または同等レベルで話すなど、コミュニティの文化的背景に習熟してもい

る。それでもミスキート社会との当初段階のコンタクトは大変困難であったといわれる。繰り

返し行われたコンタクトによりコミュニケーションを深める途が開かれた。このような人材が

長期間にわたり継続して活動に従事できたことは、困難な条件のなかで、本プロジェクトの実

施を可能とした大きな要因のひとつとなった。 

 

３－６－２ 土壌条件と適正技術の導入 

プロジェクトが対象とする 3地区のうち、普及活動が最も進んでいるのは Tasba Pri地区であ

る。同地区は土壌が農業に適しており、地区内における農作物の育ちも比較的良好である。こ

れが他の 2地域よりも活動を容易にした。 

他方、土壌がやせており農業生産に適さない土地が多い Llano地区においては、堆肥の導入な

どにより、やせた土地でも実施可能な農業手法の普及がめざされた。その結果、このような条

件下でも、多様な作物の栽培・収穫が可能なことが試験的に示された。Llano地区では、化学肥

料の使用に対して文化的に消極的な考えが一般的といわれるが、プロジェクトの導入した肥料

はコミュニティにある自然の資源を活用してつくることが可能なことから、農民の関心を得る

ことができた。 

 

３－７ 問題点及び問題を惹起した要因 

３－７－１ 外部条件の影響 

プロジェクト開始直前の 2007 年 9 月に北部大西洋自治区（Región Autónoma del Atlántico 

Norte：RAAN）北部を通過したハリケーン・フェリックスは Llano Norte地区及び他の対象地区

において、住宅や果樹の倒壊など、甚大な経済的被害をコミュニティに与えた。また、プエル

トカベサスの社会情勢が安定しない期間が続いており、2008 年 4 月の Bilwi の暴動に伴う市役

所襲撃、また 2009年 4月の武装強盗と、プロジェクト活動の実施に直接影響を与えた事件も発

生した。それ以降も 2009 年 11 月の市内暴動、2010 年 4 月の幹線道路封鎖、6 月の空港封鎖及

び Wana 川渡しの封鎖、2011 年 3 月の燃料値上げや土地問題の抗議デモ、9 月の URACCAN 大

学の学生ストライキと、Bilwiや周辺では大小の社会的な騒擾が続いている。 

このような状況のなかで、特に 2009年 4月の武装強盗事件の発生に際しては、事後に安全対

策レベルが高められ、展示圃場が Bilwi近郊に限定された結果、コミュニティでの活動が一時期

停滞することを余儀なくされた。その後、活動の制限は緩和されたが、この事態はプロジェク

ト活動の進捗を遅らせる大きな要因となった。 
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３－７－２ 第 2グループの農民プロモーター研修の遅延 

第 2 グループの農民プロモーターに対する研修の遅れは、モデル農民選定の大幅な遅れとな

って現れている。プロジェクト終了時まで 6 カ月を残す段階で、計画のモデル農民数の大半の

選定が終わっていないために、プロジェクト目標の達成が困難になっている状況がみられる。

そのようなことから、特に第 2 グループの農民プロモーター研修の遅延が全体工程の消化に大

きな影響を与えたといえる。 

第 2 グループの農民プロモーターの研修は、2010 年 7 月から 9 月にかけて着手されている。

第 1グループの研修が 2009年 12月には終わっているので、第 2グループの研修開始がもし 2010

年前半の期間中に実現していれば、そのモデル農民への技術指導は 2011年の雨期に合わせて実

施されていた可能性がある。これが実現できなかったのは、この 2010 年 1 ～ 7 月の間は、展

示圃場が BICU 大学農林学部付属農場の 1 カ所に限定されていたためである。すなわち、第 2

グループの農民プロモーター研修の遅延には、上述の外部条件が直接的に影響したとみるべき

である。 
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第４章 評価５項目による評価結果 
 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、以下の理由から高いと判断される。 

ニカラグアの「国家人間開発計画（PNDH）」によれば、本プロジェクトが対象とする北大西洋

自治区（RAAN）は国家開発の重点地域のひとつである。さらに、中央政府が策定した「カリブ沿

岸開発計画」（2009～2012）では 12 分野の重点目標のひとつに「先住民地域や極貧村落の 1 万世

帯に生産能力を付与する」ことを掲げている。プロジェクト対象地域が所在するプエルトカベサ

ス市の「開発戦略計画 2003～2012」でも農牧生産の技術開発や支援プログラムの実施が必要とさ

れている。本プロジェクトは、以上のカリブ海沿岸地域への支援に重点を置く国家政策と対象地

域の自治体の開発戦略の実施に貢献する。 

対象の 3 地区はいずれも農林業または零細漁業に生計を依存している。肥沃な土地が限られて

いることに加え、これまで開発援助がほとんど実施されていない地域であるため、本プロジェク

トが行う農業普及は裨益対象グループのニーズを満たすものとなる。 

日本の対ニカラグア事業展開計画（2010年 8月）が定める「農村地域貧困削減支援プログラム」

の下において、2011 年現在、本プロジェクトを含み計 6 件の各種援助スキームによる事業が実施

中である。このプログラムの目標（貧困削減、農村地域の生活水準向上、所得向上・雇用創出、

地場産業育成）のうち、本プロジェクトの協力内容は 3 分野に合致し、このプログラムの実施に

よく貢献する。 

 

４－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は、現状では中程度である。 

外部要因の影響を受けた結果、第 2 グループの農民プロモーターの研修に大幅な遅れが生じて

おり、雨期との兼ね合いもあって、プロジェクト終了時までにモデル農民にまで技術指導の手が

伸びることは難しい状況にある。第 2グループのモデル農民が全体の大半を占めていることから、

今後 6 カ月のうちにプロジェクト目標が達成される見込みは薄い。このため、事情のいかんを問

わず、本プロジェクトの有効性は高いと評価できない。 

一方、先行した第 1 グループの農民プロモーターが所在するコミュニティでは、時を経るにつ

れ、プロモーター及びモデル農民が員数の増減が生じてはいるが、農民プロモーター自身の技術

定着やモデル農民への普及は確実に進んでおり、特に Tasba Pri地区のコミュニティでは、プロジ

ェクトの成果を多くみることができる。ひとつには堆肥の生産による肥料の確保とその施肥によ

る収量の安定確保や増加、またトマトやピーマン等の野菜を中心とした新規作物の導入がある。

水撃あるいは手押しポンプなど地元で調達可能な資材で製作できる機材の導入により、従来は雨

期に限定されていた作付けパターンの打開に見通しが立ちつつあることも重要である。また以上

の結果として、野菜購入に要した家計費の低減及び栄養改善がなされていると推測できる。まだ

少数ながら余剰作物をコミュニティ内あるいは Bilwiで売る者も既に見受けられる。 

他に本プロジェクトを契機として、ハリナシバチによる伝統的な養蜂が復活しつつあることも

生活水準の向上に資する例として挙げることができる。また、なかには、自分で作った堆肥を販

売することで現金収入を得る農民も存在する。 

以上は、第 2 グループのモデル農民への普及が可能となることで、本プロジェクトの有効性が
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格段と増すことを示唆する。 

 

４－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は中程度である。 

特に 2010 年 1 月以前の前半期間では、安全の確保を損ないかねない状況があった。その結果、

展示圃場が Bilwi近郊の 1カ所に変更されるなど、本プロジェクトの活動の地理的範囲が大幅に縮

小されることとなった。また、当初は普及員を主体とした普及アプローチをめざしたが、2010 年

1 月の PDM（ver.1）の導入に伴い、プロジェクト実施チームを主体とした普及アプローチに変更

された。この変更により、「普及計画」の作成など、中断された活動が生じた。2010年前半はコミ

ュニティの圃場が撤収されていたため、第 2 グループの農民プロモーターの研修開始が遅れた。

これにより、雨期との兼ね合いもあって、アウトプット２の達成が終了時までに見込めないこと

となった。以上のなかで、アウトプット２の未達成は、本プロジェクトの効率性を低めた大きな

要因となっている。 

一方、2010 年 8 月の PDM（ver.2）導入以降の期間では、コミュニティの展示圃場が再開され、

またプロジェクト実施チームを主体とする普及体制が奏効するに至った。なお、単発的なレベル

でしか、その関連情報を取りまとめることができないものの、普及活動は多様な形で結実をみせ

始めている。この後半段階では、活動は順調に進捗している。ただし、第 2 グループの農民プロ

モーターの研修の遅れを取り戻すには至っていない。 

 

４－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトは、中程度と見込まれる。 

1 番目の上位目標の達成を可能とするには、プロジェクト目標の達成を通じて、CDR がプエル

トカベサスの農業普及活動の実施・調整機関として機能することが前提となる。なお、対象コミ

ュニティ以外の場所に本プロジェクトの効果が及んでいる事例として、隣の自治体である Waspam

に居住する普及員が、プロジェクトの研修を受講した例がある。研修の成果を活用した普及を行

っている可能性が高い。これは部分的ながら、2番目の上位目標の発現を示唆する状況といえる。 

その他の波及効果として、以下が挙げられる。 

    

（１）本邦研修を受講した C/P 要員により、生活改善分野の研修の成果が大学の講義に活用され

ている。本講義の前段に登場しており、独立した科目ではないが、履修時間には含まれてい

る様子。 

 

（２）Llano Surのコミュニティ Betaniaでは、農民プロモーターのイニシアティブにより、コミュ

ニティ全員が参加して、2011 年 9 月から、苗床を含む共同圃場の整備が始まっている。広さ

は 200m×240m（4.8ha）で、四周を木柵で囲み、柵外に沿って深さ 50㎝程度の用水路の掘削

がなされている。Bilwiの教会がシャベルとバケットを支援している。 

 

（３）Tasba Priのコミュニティ Sumubilaでは、農民プロモーター 4人により、販売を目的とした

堆肥の組織的な生産が拡大されつつある。Tasba Priは、Llano Norteや Llano Surに比べて牧畜

が盛んで、肥料の材料が入手し易い条件をもつ。    
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（４）技術実践の持続性を高めるために、農耕具や苗木などの関連資材供与は避けられ、必要資

材の入手への自助努力が求められた。このアプローチが徹底された結果、特に先住民地区で

多くみられた物資援助への過度の依存から脱却し、主体性をもって営農する者が現れてきた

といわれる。 

 

４－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は、現状においては中程度と見込まれる。 

    

４－５－１ 政策面 

プロジェクト対象地域が位置する RAAN は、「国家人間開発計画（PNDH）」及び「カリブ沿

岸開発計画」において開発優先地域のひとつに挙げられている。セクター別には、住民が生計

を依存する農業セクターに重点が置かれている。農牧林業省（Ministerio de Agropecuario y 

Forestal：MAGFOR）による「“Hambre Cero”計画」や農村開発庁（Instituto de Desarrollo Agrario：

IDR）によるマイクロ・クレジットなど、農業セクターを対象とする個別の政府プロジェクトが

実施されてきた。政府の RAAN に対する支援政策は今後も継続すると判断される。プエルトカ

ベサス市の「開発戦略計画 2003～2012」では農業生産の技術開発に重点が置かれている。2009

年 2 月には市の天然資源環境部に農業生産を担当する部署が新設されるなど、農業セクターへ

の支援体制は強化されつつある。 

 

４－５－２ 組織・財政面 

プロジェクト便益の再生産を担うこととなる CDRは、常設の委員会として市議会の承認を受

けた。また、2012 年から 2017 年を実施期間とする CDR 戦略計画の承認も得られた。ただし、

CDR の機能が十分に発揮されるには、現在準備中の持続的農業普及計画により、自治体、教育

機関及び NGOの特徴を生かした役割分担が明確にされ、これに沿って各構成機関が役割を果た

すようになることが求められる。 

CDR を構成する 4 機関負担分のプロジェクト運営予算は、毎年の平均で 66％が執行された。

C/P の人件費がこの支出の大半を占めている。これに加えて、現在 JICA が負担している車両の

燃油費や維持費など、コミュニティでの活動を維持するための予算が将来増えることになる。

コミュニティによっては、資金をもつ NGOとの連携が可能な場合もあり、燃油費の負担を依存

することもできるが、そのような例は限られる。新たに持続可能な財源を見いだすことが必要

である。 

 

４－５－３ 技術面 

本プロジェクトの研修や圃場での指導により移転された技術は、堆肥づくりや水撃ポンプの

製作のように、地元で入手可能な資材・資源により対応可能なものが多い。また、農民間普及

を可能とするために、栽培技術も低投入で簡易な内容のものが選定されている。第 1 グループ

の農民プロモーターには、移転技術が既に定着した者も見受けられる。巡回指導を維持するこ

とにより、技術面の持続性は確保できると考えられる。 
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第５章 結 論 
 

本プロジェクトは、ニカラグアではまれにみるハリケーンにより対象地域が被災した直後に開

始された。緊急支援や復興プロジェクトにより大量の物資援助が行われているなかで、3年と半年

にわたって本プロジェクトは自助努力の育成に向けた地道な支援を継続した。前半期間には治安

状況の悪化に伴うさまざまな影響を直接・間接に受け、活動実施のうえで多大な障害が生じたこ

ともある。そのような状況のなかで、開始以来 3 年目にして、現状に対応しかつ実施可能な普及

体制の構築に成功し、その結果、活動が先行したコミュニティでは、普及指導の結実を示す営農

状況が見受けられるに至っている。活動の遅延が災いし、期限内にはプロジェクト目標の達成は

見込めないものの、限られた条件のなかで、本プロジェクトに従事するプロジェクト実施チーム

と農民は、その使命を十分に果たしてきたと評価できる。 
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第６章 提言と教訓 
 

６－１ 提 言 

今後は、プエルトカベサス市における取り組みの強化・定着を図るとともに、他の大西洋岸自

治区〔RAAN、南部大西洋自治区（Región Autónoma del Atlántico Sur：RAAS）〕への面的拡大をめ

ざした活動を強化すべきである。具体的には以下のとおり。 

 

（１）プロジェクトに対する提言 

１）CDR による調整の下で、プエルトカベサス市における統一的な農村開発アプローチの下

で関係機関が連携しつつ活動を実施するには、既に承認された「戦略計画」「内規」の下に、

①各機関の役割分担や予算、普及員や農民プロモーターの活動内容、地理的展開、活動ス

ケジュール等を盛り込んだ「持続的農業普及計画」、②農村開発にあたっての具体的な手順

を定めた「ガイドライン」、が作成されることが不可欠。双方とも、2011 年 12 月までには

完成させるべき。 

２）現状では、農家レベルあるいはコミュニティ・レベルでの活動を定量的に把握すること

が十分できておらず、事業成果の確認、活動内容への反映が円滑になされていない。この

ため、普及員の活動の一環として、対象コミュニティでの社会・経済的ベースライン調査

を農民参加の下で実施するとともに、その後も作付面積や収量、販売量・価格、さらには

所有資産等について継続的に把握できるような、過度に負担がかからない簡易な方法を導

入する必要がある。2011年 12月までには、一連の活動内容が制度化され、上述のガイドラ

インに反映されるべき。 

３）本プロジェクトの成果をプエルトカベサス市以外の自治区にも拡大させていく重要な一

歩とするため、JICA ニカラグア事務所の支援を受け、カリブ海沿岸開発庁と連携を取りつ

つ、大西洋岸自治区の自治体（RAAN政府、RAAS政府に加え市レベルを含む）、当該地域

で活動する政府機関〔MAGFOR、農牧技術庁（ Instituto Nicaragüense de Tecnología 

Agropecuaria：INTA）、IDR、国家技術庁（Instituto Nacional Tecnológico：INATEC）等〕、さ

らにはドナー〔国際連合食糧農業機構（FAO）、国際農業開発基金（IFAD）、中米経済統合

銀行（CABEI）、ドイツ復興金融公庫（KfW）等）や NGO を集め、プロジェクトの成果を

公表し普及を図るためのセミナー／ワークショップを 2012年 1月までに開催すべき。 

 

（２）ニカラグア側に対する提言 

１）プロジェクト終了後、プエルトカベサス市が中心となり CDRがプロジェクトの活動を継

続していくためには、CDR が次年度の活動計画を適時・適切に策定し、必要な投入を関係

機関で合意し、各機関で必要な予算措置を講じることが必要となる。この観点からは、プ

ロジェクト実施期間中から、将来のプロジェクト終了後の活動を見据え、適切な予算を確

保することが望まれる。 

２）プエルトカベサス市の農村開発活動の持続性を増すためには、農村地域で活動する、あ

るいは活動に関係する主要機関とより連携する必要があり、この観点からは MAGFOR、

RAAN政府といった機関の CDRへの参加も検討すべき。 

３）現在の活動の中心は農業であるが、活動を多角化しリスクを軽減するとともに統合的な
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営農活動ができるようになるための畜産分野での活動、自給自足を超えた生計向上活動に

寄与するための収穫後処理、輸送、市場といった販売に係る活動、加えて、種子の確保に

向けての収穫後種子保存、種苗交換等の活動を強化する必要がある。 

４）大西洋岸自治区では、FAOがMAGFORとプロモーター育成の取り組みを行うほか、IFAD・

CABEI、KfW も事業を開始する見込みであり、本プロジェクトの事業効果を定着させ、大

西洋岸自治区で拡大させていくためには、このような他ドナーの活動との連携を促進し、

各ドナーによる事業の中に本プロジェクトの成果を含めるようにすべき。 

５）本プロジェクトの経験、成果、弱点、さらには民族的テリトリーごとの住民の認識、あ

るべきアプローチの相違等について、2つの大学が中心となり研究として取りまとめ、大西

洋沿岸自治区における今後の活動への基礎とすべき。 

 

（３）日本・ニカラグア側双方に対する提言 

１）自然災害や事件によりプロジェクトの活動が遅れていることにかんがみ、今後策定予定

の持続的農業普及計画やガイドラインにのっとった取り組みを実際に行い、活動を定着さ

せ、生計・生活水準向上を実現するためには、ニカラグア側に対するプロジェクトの更な

る支援が必要である。また、上述の畜産、販売、種子といった分野での活動、さらには他

のドナーとの連携促進に係る活動も強化する必要がある。このような状況にかんがみ、プ

ロジェクト活動期間を 1年間延長すべき。 

２）延長を行う場合のプロジェクトの活動内容については、付属資料６．PDM ver.3（案）に

のっとるべき。 

 

６－２ 教 訓 

（１）農村での住民主体となる開発事業、特に援助慣れの傾向があるコミュニティや外的干渉に

慎重なスタンスを取るコミュニティでの事業においては、生活改善アプローチのような住民

の主体性を醸成するような活動をまずは行うことで、事業実施の基盤づくりが促進される。 
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第７章 団長所感 
 

７－１ プロジェクト実施期間の延長 

本事業は、事業開始前のハリケーンや、事業開始後の騒乱・事件等によりプロジェクトの前半

においては計画どおりの進展がみられなかったものの、特に中間レビュー以降はおおむね順調に

活動が進捗してきている。 

この観点からは、ようやく成果が出始めた段階であり、現在の活動をニカラグア側にも定着さ

せ、プロジェクト終了後の持続、拡大を確保するためには、プロジェクト期間の延長により、CDR

の強化とコミュニティ・レベルでの活動双方において現在の取り組みを継続することが適当であ

ると判断された。 

 

７－２ CDRの活動定着 

本プロジェクトの終了後、その成果が持続あるいは拡大していくためには、必要な普及員の投

入や活動予算が確保されることが不可欠である。この観点からは、プエルトカベサス市における

普及活動の調整機関として CDRが果たす役割が極めて重要であり、CDRが参加機関の調整を行う

ことで、普及員や予算を確保し、地理的展開において重複を避けシナジー効果を高めることが不

可欠である。 

他方、農民への支援においては、多分に政治的な意味をもった物資供与型の支援も多くあるが、

このような支援は災害後等の一時的な貧困層への緊急策としては重要であるものの、農民の援助

への依存を強め、本プロジェクトでめざす農民の自立発展を阻害するような側面もある。このた

め、同じ地域で活動する機関が、政府機関、地方自治体、NGO 等を含め、あくまでも住民の主体

性に基づき自立をめざすという同じ方針の下で活動を行う意義は極めて大きい。 

これらの観点からは、CDR の定着なくして本プロジェクト後の持続性はないといってもよい。

このため、プロジェクトにおいて、CDR の持続的農業普及計画やガイドラインの作成、さらには

これら計画に基づいたモニタリング体制の確保等において支援することが極めて重要である。 

 

７－３ 住民の主体性の形成 

教訓のところで触れているように、本プロジェクトで対象としているような貧困地域での開発

事業、特に独特の伝統や価値観をもつ先住民族地域や、物品の供与に慣れたコミュニティ等にお

いては、生活改善アプローチなどを用い、生産性向上等に係る技術移転により短期的な成果を示

しつつも、対象農民やコミュニティの主体性を醸成し、開発に係る認識を変えるような活動をま

ずは行うことが極めて重要である。 

ニカラグアでは、このような基礎づくりを行う技術協力として、「農村開発のためのコミュニテ

ィ強化計画」も行われているが、このような取り組みが着実に草の根レベルで浸透していること

が実感され、地道ではあってもこのような取り組みを継続することで、将来的に非常に大きなイ

ンパクトを生む可能性があると考える。 

 

７－４ 住民ニーズへの適切な対応 

今般訪問したコミュニティの多くでは、ミーティング等において女性を含めて活発な発言がみ

られ、また自分自身で取り組む自信がついてきたとの発言も多かった。そのうえで、次の段階に
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向けての支援を求める声も多数あり、住民のモチベーションを維持し、さらにイニシアティブを

醸成するためには、プロジェクトあるいは他の普及主体からの適時・適切な支援が必要である。

具体的には、畜産分野での支援、市場や輸送など余剰生産物の販売に関する支援、種子に関する

支援などへの期待が各地で聞かれた。 

 

７－５ プロジェクトの成果の拡大 

プエルトカベサス市の人口は約 6万人であり、RAAN全体でも 30万人余りである。本事業が成

功した場合には、プロジェクトで推進・普及した個々の農業技術に加え、市が中心となって CDR

を形成し農村開発に取り組むとのプロセスについても、プエルトカベサス市のみにとどめるので

はなく、RAAN の他市、さらには RAAS や他の地域への拡大をめざすべきである。実際、RAAN

政府、さらにはカリブ海沿岸開発庁は本プロジェクトの成果拡大に強い関心をもっており、これ

ら機関と連携し、拡大に向けた取り組みを進めるべきである。 

また、この過程では、本プロジェクトに参加している大学が、プロジェクトでの経験や成果、

教訓等を取りまとめ、今後の同地域開発のための知的バックボーンとなるべきである。 

さらに、他のドナーも大西洋岸自治区でさまざまな活動を実施しており、これら機関との連携

を進め、これら機関の事業に本プロジェクトの成果が取り込まれるように働きかけを強めるべき

である。 
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終了時評価調査結果要約表（延長期間を含む） 
 
１．案件の概要 

国名：ニカラグア共和国 案件名：プエルトカベサス先住民コミュニティ生計

向上計画 

分野：農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部畑作地帯第一課 協力金額（評価時点）：2億 9,000万円 

 

 

協力期間 

（R/D）：2008年 2月～2012年 2

月（4年間） 

（延長）：2013年2月まで（1年間

延長） 

（F/U）： 

先方関係機関：北部大西洋自治区プエルトカベサス

市役所、BICU 大学、URACCAN 大

学、PANA PANA（NGO） 

日本側協力機関：なし 

他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

ニカラグア共和国（以下、「ニカラグア」と記す）の北部大西洋自治区（RAAN）を含む大西

洋側地方は、貧困人口が 76.7％と国内でも最も貧困度が高く、貧困対策が大きな課題となって

いる。RAAN は国土面積の 24.6％を占め、主にミスキート族などの先住民族の多くが居住して

いる地域であり、政府やドナーによる支援も少なく開発から取り残されている。郊外の道路は

すべて未舗装で、太平洋側を結ぶ幹線道路でも河川に架橋されていない区間があり、雨期には

通行が困難となり住民の経済活動や生活に支障を来している。 

また、住民の大部分は粗放な焼畑農業を主とする農業に従事しているが、肥沃な土壌が限ら

れていることから、肥沃な農地を求めて居住地から離れた耕作地を利用している（平均徒歩 2

時間）。このように遠距離耕作のため労働効率が極めて悪く、総じて有機物の乏しい土壌は肥沃

度が低く、また単一作で病害・虫害の被害も多いが、技術指導は全くなく何ら対策がとられて

いない。このような状況から既存の陸稲、イモ類、マメ類の収量は十分でなく、しばしば自家

用の穀物さえ不足し、流通には若干の余剰分をまわす程度である。他方、プエルトカベサス市

内の市場では、野菜等換金作物はほぼ 100％首都から運ばれており、農民は市場を現金収入の場

として十分に活用できていない。また、栽培作物が根菜類やマメ、コメに限られていることか

ら、食材が限定され、食物の摂取が偏っている等農民は種々の問題を抱えている。 

プエルトカベサス市では、農業従事者が大部分を占める地域にもかかわらず農業技術支援は

行われていない。ニカラグア政府の農業普及機関である農牧技術庁（INTA）の出先機関は、RAAN

内では Siuna市と Waspam市に置かれているが、それぞれ 5名程度の職員が活動している程度で

あり、プエルトカベサス市には存在せず、普及サービスがいき届かない現状にある。また、プ

エルトカベサス市内には農牧林業省（MAGFOR）RAAN 支所が置かれているが、プエルトカベ

サス担当者は 1 名のみであり、活動能力は不十分であり、中央政府の技術普及サービスがいき

届かない状態に陥っている。このためプエルトカベサス市においては、農業を主とする技術的

指導、及びその技術を利用する組織の強化による生産と収入の改善支援が課題となっている。

以上の背景の下、2008年 3月から 2012年 2月までの 4年間の実施期間で、プエルトカベサス市

内における先住民コミュニティの貧困削減のために、農業・農村開発を主とする技術的な指導

及び組織強化を通じた住民の生産と収入の改善を目的とし、プロジェクトが開始された。2011

年 9 月の終了時評価において、自然災害や治安状況悪化等の外部条件の影響によりプロジェク

トの活動が遅れていることから、1年間の協力期間の延長が提言され、これに基づき、協力期間

が 2013年 2月までに延長された。 
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１－２ 協力内容 

4つの実施機関が形成する農村開発委員会（CDR）の管理の下、プエルトカベサス市内のプロ

ジェクト 3対象地域（Llano Norte、Llano Sur、Tasba Pri）において、農民プロモーターを中心と

したモデル農民グループを形成し、農民間の農業技術普及を通じて生計（生活水準）の向上を

めざす。 

    

（１）上位目標 

１）モデル農民グループで確立された農業の普及により、プエルトカベサス市全体におい

て、農民の生計（生活水準）が向上する。 

２）プエルトカベサス市以外の先住民自治地域へ、農業普及活動が波及する。 

 

（２）プロジェクト目標 

モデル農民グループの生計（生活水準）が向上する。 

 

（３）成果 

１）農村開発委員会が規約と戦略計画に基づき機能している。 

２）モデル農民グループに普及された技術が導入されている。 

３）農村開発委員会の持続的な農業普及活動の実施体制が確立される。 

 

（４）投入（評価時点） 

日本側：総投入額 2億 9,000万円 

長期専門家派遣 2名 機材供与 約 1,153万 7,333円

短期専門家派遣 3名（合計 4.4 MM） ローカルコスト負担 約 4,550万 3,861円

研修員受入 11名（集団研修コース） 

相手国側： 

カウンターパート配置 カウンターパート（C/P）職員 7名及び CDR委員 10名 

土地・施設提供 BICU 大学付属大西洋資料センター（BICU-CIDCA）2 階にプ

ロジェクト事務所 

モラボ・インターユニバーシティセンター・ブルーフィールズ・インディアン・カリビ

アン大学（BICU大学）・カリブ海沿岸自治大学（URACCAN大学）・PANA PANA圃場

ローカルコスト負担 約 1,447万 1,236円 

２．評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名  職位） 

総  括：中尾 誠 国際協力機構農村開発部審議役兼次長 

計画運営：瀧口 暁生 国際協力機構農村開発部畑作地帯第一課 

評価分析：大橋 由紀 合同会社 適材適所 

調査期間 2012年 9月 30日～10月 21日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）アウトプット１：農村開発委員会が規約と戦略計画に基づき機能している。 

本アウトプットは評価時点では一部達成されていない。「指標 1-1. カウンターパートが計

画どおりに配置される」については、プロジェクト期間を通して必要な人材が配置された。

「指標 1-2. プロジェクト運営予算が適正に確保され、執行される」については、人件費や

事務所経費等が確保・執行されたが、普及活動に必要な経費は必ずしも十分な額が適時に
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は確保されなかった。「指標 1-3. 委員会及び定例運営会議が適正な頻度で開催される」につ

いては、CDR の会合は各組織のトップである委員全員の日程調整が困難であり、計画どお

りの頻度では開催されなかった。規約や戦略計画の記述と比較すると現在の CDRの機能に

は改善の余地がみられる。 

 

（２）アウトプット２：モデル農民グループに普及された技術が導入されている。 

本アウトプットは高い達成度が確認された。「指標 2-1. 農民プロモーターが 100 名（20

コミュニティ×5 名）育成される」については、合計 23 コミュニティの 110 人の農民プロ

モーターが育成された。「指標 2-2. モデル農民グループが 20コミュニティで選定される（20

グループ約 500名）」については、プロジェクトのモニタリング結果によると、農民グルー

プに参加している農民の人数は 600人に達している。「指標 2-3. モデル農民グループの 50％

が農業生産性向上に関する技術や手法を実践している」については、80％が農業生産性向

上に関する技術や手法を実践していることが確認された。「指標 2-4. モデル農民グループの

50％以上が生活改善研修で学んだ内容を実践している」については、90％以上が生活改善

研修で学んだ内容を実践していることが確認された。 

 

（３）アウトプット３：農村開発委員会の持続的な農業普及活動の実施体制が確立される。 

本アウトプットは評価時点では十分に達成されていない。「指標 3-1. カウンターパート機

関以外の複数の機関が「持続的農業普及計画」を実施する」について、プロジェクト活動

は対象地域内で活動する複数の機関とさまざまな連携をもちながら実施された。持続的農

業普及計画は現在見直しを行っており、2012年末までには完成する予定である。「指標 3-2. 

右普及計画を実行する予算が確保される」については、既述のとおり普及活動に必要な経

費は必ずしも十分な額が適時には確保されていない。現在 2013年の予算確保のために、2012

年 11月の予算申請に向けて必要な年間計画を作成中である。 

 

（４）プロジェクト目標：モデル農民グループの生計（生活水準）が向上する。 

本プロジェクト目標は高い達成度が確認された。「指標１：モデル農民グループの 50％が

地域に適した技術を導入することにより主要作物の収量が増加する」については、80％が

主要作物（コメ、フリホーレス豆、根菜類）の収量が増加したことが確認された。「指標２：

モデル農民グループの 50％が新たに 3作目またはそれ以上を新規に導入する」については、

80％が新たに 3作目またはそれ以上を新規に導入したことが確認された。「指標３：モデル

農民グループの 50％が生活改善研修で学んだ内容を継続的に実践している」については、

50％以上が生活改善研修で学んだ内容を継続的に実施していることが確認された。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

本プロジェクトは高い妥当性が確認されている。プロジェクトの内容はニカラグア政府

の「国家人間開発計画（PNDH）」やプエルトカベサス市の「開発戦略計画」の重点分野と

整合しており、また日本の対ニカラグア援助戦略とも整合している。対象地域住民の多く

は零細な農林漁業により生計を立てており、対象地域のニーズにも合致している。さらに、

「考える農民の育成（農民の主体形成の促進）」、「ニーズに基づいた技術支援」、「農民間の

技術」を特徴とした本プロジェクトの普及モデルは適切であると関係者に高く評価されて

いる。 
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（２）有効性 

本プロジェクトの有効性は高いといえる。プロジェクト目標の指標の達成度は高く、さ

らに、参加している農民からは作物の生産性の向上、食生活の改善、収入の向上、周囲の

人々との関係の改善などの点から生活が改善している様子が確認された。これらは特にア

ウトプット２の達成の結果であり、従来自助努力による生産活動を推進することが難しか

った地域で、活動の状況は農民グループによって異なるものの、農民プロモーターや農民

たちがプロジェクト活動をとおして自分たちで入手可能な資源を活用した生産活動に従事

するようになったことがプロジェクト目標の高い達成度に直接結びついている。 

 

（３）効率性 

本プロジェクトでは、活動の進展状況によりそれぞれのアウトプットの達成度は異なっ

ているが、全般的には限られた投入を適切に活動に用いている。アウトプット１について

は、ニカラグア側の予算確保が必ずしも十分とはいえないことや CDRの機能にも改善の余

地があることから、一部の指標は未達成である。アウトプット２については、高い達成度

が確認できた。アウトプット３については、さまざまな組織・機関との連携を行うなど持

続的な実施体制の確立に努めてきたが、達成度を高めるためにはプロジェクト活動の継続

に必要な予算の確保が求められる。投入については、プロジェクト期間の前半は治安状況

の影響もあり、現地状況に適した普及手法確立のため試行錯誤した結果、すべての投入が

効率的に発現しないこともあったが、そのような経験から教訓を得てプロジェクト期間の

後半では投入をアウトプットの達成に効率的に結びつけることができている。 

 

（４）インパクト 

適切な計画に沿って予算を確保しながらプロジェクト活動を継続・拡大していくことで、

上位目標の達成が見込まれる。プエルトカベサス市以外の地域への普及については、特に

延長期間において、州レベルの生産者会議に参加するなどしてRAAN政府やMAGFOR、FAO

等の RAAN 内で活動する関連機関との関係を育んできた。これら機関のなかにはプロジェ

クトでつくり上げた普及モデルや人材を活用して普及活動に取り組む意欲を示している機

関もあり、今後の展開が期待される。正のインパクトとして、育成された農民プロモータ

ーが自主的に期待以上の活動を行っているケースや、女性のプロモーターの生活への良好

な変化等、さまざまなインパクトが確認された。負のインパクトは確認されなかった。 

 

（５）持続性 

政策面では、本プロジェクトの手法や成果は 4 つの実施機関や州政府生産局などの他の

関係機関から高く評価されており、今後も活用していく意思を表明している。組織・財政

面では、C/Pはプロジェクトの活動を継続していくために十分な知識・能力を習得しており、

実施機関はそれらの人材を今後もプロジェクト活動の継続のために配置することに合意し

ている。活動に必要な予算を確保していくことが不可欠であり、2013 年の予算計画をプエ

ルトカベサス市議会に提出し予算請求を行う予定である。プエルトカベサス市外での活動

については、CDR の州レベルでの認知度を高めるとともに、実施体制については適切な体

制を検討していく必要がある。技術面では農業技術の導入にはコミュニティで受け入れら

れ活用されるための配慮がなされており、継続して技術が活用されると考えられる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

・異なる機関の連携による CDR をプロジェクトの実施体制としたことで、各機関の少ない
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人材を最大限に活用し、農業技術の普及活動に取り組むことができた。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

・プロジェクトの関係者の多くが対象地域の問題への意識が高く、本プロジェクトの手法が

適切なものであることを納得したうえで活動に従事していたことが、プロジェクト活動の

進展に貢献した。 

・本プロジェクトが導入した手法は対象地域にみられる援助への依存傾向を低減する取り組

みであり、このような手法を導入したことが成果の発現に貢献した。 

・MAGFORの C/Pの参加でポストハーベスト等の技術が導入されたり、家族経済省が普及ガ

イドラインにコメントを提供したりするなど、さまざまな機関との連携・協力の下にプロ

ジェクト活動を進めたことで、活動の内容が充実した。 

・対象地域のコミュニティでは、MASANGNI（「緑の種子」の意）の既存の植林用の苗の圃場

や、アクション・メディカ・クリスティアーナ（AMC）の圃場で本プロジェクトの研修を

実施するなど、同じ地域で活動する NGOと十分に連携することでプロジェクト活動が促進

された。 

・2010 年からラジオ放送でプロジェクト活動の広報と普及を始めた。それにより、コミュニ

ティへの訪問が難しい時期においても、週 2 回の放送でコミュニティの人々に対してプロ

ジェクト活動に関する情報やポジティブなメッセージを送り続けることができた。 

・URACCAN 大学の実習、インターン、論文研究などにより、学生がコミュニティでモデル

農民グループの農作業を手伝ったり農業技術に関する調査を実施したりしたことで、プロ

ジェクト活動の進展に貢献した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

計画内容に関する要因は特定されなかった。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

・プロジェクト開始前（2007 年 9 月）にニカラグアを襲ったハリケーン・フェリックスの被

害や、プロジェクト実施中の武装強盗などの外部要因は、活動に遅れを生じさせ、プロジ

ェクトの全般的な進展に影響を及ぼした。 

・本プロジェクトでは外部からの支援への依存や援助体質を減少させ、農民自身の自助努力

や創造力の醸成を促進するために、単に物資を提供するような方法はとっていない一方で、

対象地域では従来の物資供与による支援を行う支援団体も存在している。直接農民への指

導を行う C/P からは、従来型の支援が本プロジェクトの意図とは反する影響を与え、農民

の本プロジェクトへの参加意欲に対してネガティブな影響が生じるケースもあったと指摘

されている。 

 

３－５ 結 論 

以上のように、本プロジェクトのプロジェクト目標は十分な達成度が確認された。評価時点

において十分に達成されていない成果指標も一部あり、プロジェクト期間中に達成すべき課題

もいくつか残されてはいるものの、後述の提言を考慮しつつ課題に取り組むことで達成度を高

めることが可能である。よって、本延長期間をもって協力を終了することが妥当であると結論

づけられる。 
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３－６ 提 言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

プロジェクトの効果が持続し、他の地域に波及するために、合同評価委員会として、プロジ

ェクト終了後に向けた提言を以下のとおり行った。 

    

（１）CDRのあり方について 

現在の CDRはプエルトカベサス市内における活動を前提として、同市役所を中核とした

4団体で構成されている。他方、プロジェクトは協力期間中の成果に基づいてプエルトカベ

サス市外にまで活動を展開することをめざしている。また、RAAN においてはテリトリー

政府の設立や権限移譲が進行中であり、行政機能のあり方は将来的に変化していく可能性

についても考慮する必要がある。 

このような状況下、CDR については必ずしも現在のあり方にこだわることなく、その構

成要員の増員や、機能、意思決定機構の変更等について、地域の状況の変化に柔軟に適応

させていくことが望ましい。 

CDR の永続性を確保するためには、法的ステータスを有した組織として設立することも

一案である。 

 

（２）他組織との調整及び連携について 

本プロジェクトで導入した TAWAN INGNIKA（ミスキート語で「農村の光」の意）のモ

デルは、受益者の自立意識を高め自らを開発主体として認識させる特徴を有している。こ

のモデルは、多くの組織が行っているような従来型の手法、即ち、住民に物を与えること

によって支援への依存性を高めることにもつながり得る手法とは全く異なっている。 

同一地域内でこのように全く異なる手法で活動が実施される場合、時として効果が減少

したり、場合によっては混乱を起こして状況を悪化させることもあり得る。このため、よ

りよい連携及び相乗効果をめざして、こうした支援を行う他組織とより一層の効果的な調

整を行う必要がある。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

本プロジェクトはこれまで普及システムが存在しなかった地域において、地域に適した普及

モデルの創出と、またそのモデルを実行し得る人材とチームの育成を成し遂げた。このモデル

の持続性を確保する機能を強化する必要はあるものの、この取り組みは既存の普及システムの

存在する地域における普及システムの強化とは全く次元の異なるものであり、これを成し遂げ

たプロジェクトチームの努力は称賛に値する。 

特筆すべきことは、この過程において、普及の手法や技術内容については当初の想定したも

のにこだわらず相当柔軟な試行錯誤を行ってきたことである。 

協力の開始にあたり綿密な調査や仮定の設定が重要であることは論を待たないが、活動の進

捗とともに明らかになりあるいは変化していく状況に即して、必ずしも当初の仮定に固執する

ことなく果敢に新たな取り組みを行うことも必要である。 

 

３－８ フォローアップ状況 

・評価時点でフォローアップは予定されていない。 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯 

ニカラグア共和国（以下、「ニカラグア」と記す）の北部大西洋自治区（RAAN）を含む大西洋

側地方は、貧困人口が 76.7％と国内でも最も貧困度が高く、貧困対策が大きな課題となっている。 

RAAN は国土面積の 24.6％を占め、主にミスキート族などの先住民族の多くが居住している地域

であり、政府やドナーによる支援も少なく開発から取り残されている。郊外の道路はすべて未舗

装で、太平洋側を結ぶ幹線道路でも河川に架橋されていない区間があり、雨期には通行が困難と

なり住民の経済活動や生活に支障を来している。 

また、住民の大部分は粗放な焼畑農業を主とする農業に従事しているが、肥沃な土壌が限られ

ていることから、肥沃な農地を求めて居住地から離れた耕作地を利用している（平均徒歩 2時間）。

このように遠距離耕作のため労働効率が極めて悪く、総じて有機物の乏しい土壌は肥沃度が低く、

また単一作で病害・虫害の被害も多いが、技術指導は全くなく何ら対策がとられていない。この

ような状況から既存の陸稲、イモ類、マメ類の収量は十分でなく、しばしば自家用の穀物さえ不

足し、流通には若干の余剰分をまわす程度である。他方、プエルトカベサス市内の市場では、野

菜等換金作物はほぼ 100％首都から運ばれており、農民は市場を現金収入の場として十分に活用で

きていない。また、栽培作物が根菜類やマメ、コメに限られていることから、食材が限定され、

食物の摂取が偏っている等農民は種々の問題を抱えている。 

プエルトカベサス市では、農業従事者が大部分を占める地域にもかかわらず農業技術支援は行

われていない。ニカラグア政府の農業普及機関である農牧技術庁（INTA）の出先機関は、RAAN

内では Siuna市と Waspam市に置かれているが、それぞれ 5名程度の職員が活動している程度であ

り、プエルトカベサス市には存在せず、普及サービスが行き届かない現状にある。また、プエル

トカベサス市内には農牧林業省（MAGFOR）RAAN 支所が置かれているが、プエルトカベサス担

当者は 1 名のみであり1、活動能力は不十分であり、中央政府の技術普及サービスが行き届かない

状態に陥っている。このためプエルトカベサス市においては、農業を主とする技術的指導、及び

その技術を利用する組織の強化による生産と収入の改善支援が課題となっている。以上の背景の

下、2008年 3月から 2012年 2月までの 4年間の実施期間で、プエルトカベサス市内における先住

民コミュニティの貧困削減のために、農業・農村開発を主とする技術的な指導及び組織強化を通

じた住民の生産と収入の改善を目的とし、プロジェクトが開始された。 

2011 年 9 月に本案件の終了時評価が行われた結果、本案件は自然災害や騒乱、事件によりプロ

ジェクトの活動が遅れており、今後策定予定の持続的農業普及計画やガイドラインにのっとった

取り組みを実際に行い、活動を定着させ、生計・生活水準向上を実現するためには、ニカラグア

国側に対する更なる支援が必要であることが指摘された。この提案を検討した結果、プロジェク

ト活動期間を 1年間延長し、追加で活動と投入を行うこととなった。 

 

 

                                                        
1 2009 年の本プロジェクト形成当時。その後、国家人間開発計画（PNDH）の農村公的セクター 5 カ年計画（2008～2012）に

おいて、食料安全保障を主要目標とし農村地域の活性化をめざした政策プログラム「Hambre Cero（飢餓ゼロ）」が実施され、

同プログラムに連動して普及員が 30 名ほどに増加した。2011 年 11 月現在、同プログラムは家族経済省へ移管予定であり、

普及員も移管される予定。 
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１－２ 調査の目的 

プロジェクト延長活動期間終了の約半年前において、プロジェクト目標の達成見込み、効率性

及び持続性等の観点から協力の実施状況を総合的に評価し、プロジェクト終了に向けて必要な事

項等について提言を行う。 

 

１－３ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所属先 

総  括 中尾 誠 JICA農村開発部審議役／次長兼農村開発第一グループ長 

計画運営 瀧口 暁生 JICA農村開発部畑作地帯第一課主任調査役 

評価分析 大橋 由紀 合同会社適材適所 

 

１－４ 調査期間 

平成 24年 9月 30日～10月 21日（22日間） 

（詳細は付属資料 1のとおり） 

 

１－５ 対象プロジェクトの概要 

（１）協力期間 

2008年 2月 27日～2013年 2月 26日（5年間）（1年間の延長含む） 

 

（２）実施機関 

プエルトカベサス市役所、モラボ・インターユニバーシティセンター・ブルーフィールズ・

インディアン・カリビアン大学（BICU大学）、カリブ海沿岸自治大学（URACAAN大学）、PANA 

PANA（NGO） 

 

（３）協力総額 

2億 9,000万円（評価時点における実績額） 

 

（４）上位目標 

・モデル農民グループで確立した農業の普及により、プエルトカベサス市全体において、

農民の生計（生活水準）が向上する。 

・プエルトカベサス市以外の先住民自治地域へ、農業普及活動が波及する。 

 

（５）プロジェクト目標 

モデル農民グループの生計（生活水準）が向上する。 

 

（６）成果 

１）農村開発委員会が規約と戦略計画に基づき機能している。 

２）モデル農民グループに普及された技術が導入されている。 

３）農村開発委員会の持続的な農業普及活動の実施体制が確立される。 
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ 合同評価 

評価は、１－３節に記載の調査団員と以下のニカラグア側評価委員により構成された合同評価

委員会によって行われた。 

 

 ニカラグア側評価委員 

氏 名 所属・役職 

Charlotte Cruz Bush プエルトカベサス市対外協力部長 

Peter Salgado Garth 自然資源環境部技術者 

Samuel Mercado Sanders PANA PANA理事長 

Victor Mairena Lau BICU大学教員 

Roberto Martínez URACCAN大学教員 

Thelma Morales Gradiz MAGFORプエルトカベサス支局普及員 

Carlos Downs RAAN政府生産部長 

 

２－２ 評価方法 

本終了時評価調査は、「新 JICA事業評価ガイドライン第一版」に沿い、以下の手順で行った。 

１．評価グリッドを作成し、評価のデザインに合意する。 

２．評価グリッドに基づいて文献調査、質問票、インタビュー調査により情報を収集する。 

３．討議議事録（R/D）に記載された投入計画やプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

に記載された指標に基づき、達成状況や進捗を確認する。 

４．プロジェクトの計画や実施プロセスにおける貢献要因や阻害要因を明らかにする。 

５．評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に基づき、プロジェクト全

体の分析を行う。 

６．分析結果を基に提言や教訓を抽出し、評価結果案を取りまとめる。 

７．評価結果案に基づき関係者で協議を行い、その結果を終了時評価報告書に取りまとめる。 

８．ニカラグア・日本の双方で終了時評価報告書に合意し、協議議事録（M/M）に署名交換を

行う。 

 

なお、当初のプロジェクト期間（2008 年 2 月～2012 年 2 月）における終了時評価が 2011 年 9

月に実施されたが、その結果としてプロジェクト期間の 1 年間の延長（2013 年 2 月まで）が決定

された。本終了時評価では、プロジェクト期間全体を対象としつつも、特に前回の終了時評価以

降から延長期間を中心として分析を行った。 

 

２－３ データ収集方法 

本終了時評価調査では以下の方法で情報収集を行った。 
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（１）文献調査 

M/M、R/D、事前評価報告書、中間レビュー報告書、専門家の事業進捗報告書、2011 年 9

月の終了時評価報告書、その他の関連文書から必要な情報を入手。 

 

（２）質問票 

ニカラグア側カウンターパート（C/P）や農村開発委員会（CDR）のメンバーに対する質問

票による情報の収集。 

 

（３）聴取調査 

専門家、C/P、プエルトカベサス市役所、BICU大学、URACCAN大学、PANA PANA、対象

地域で活動に従事している各関係者、市役所等に対し、インタビューによる必要な情報の入

手。 

 

（４）現地踏査 

Llano Norte、Llano Sur、及び Tasba Priの対象コミュニティへの訪問及び活動状況の確認。 

 

（５）グループインタビュー 

上記対象コミュニティの農民プロモーターや生産者たちから、達成状況、課題等を確認。 

 

２－４ データ分析方法 

本終了時評価では、現行の PDMである PDM ver.3（2011年 9月作成）に基づき、以下の点から

プロジェクトの現状把握・検証を行った。 

 

検証項目 検証の視点 

実 績 プロジェクト実施の結果何が達成されたのか、それらは期待どおりであるか。 

実施プロセス 
プロジェクトを実施する過程（プロセス）で何が起きているのか、それらはプロ

ジェクトのアウトカム目標の達成にどのような影響を与えているか。 

因果関係 
プロジェクトのアウトカム目標の達成が本当にプロジェクト実施によってもた

らされたものであるか、あるいはもたらされるものであるか。 
出所：新 JICA事業評価ガイドライン第 1版（JICA評価部 2010年 6月） 

 

上記の検証結果は、以下に示す評価５項目による評価基準を基に分析した。 

 

５項目 視 点 

妥当性 
開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・方針と

の整合性の度合い。 

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。 

効率性 

インプットに対するアウトプット（定性並びに定量的）を計測する。開発援助が

期待される結果を達成ために最もコストのかからない資源を使っていることを

示す経済用語。最も効率的なプロセスが採用されたかを確認するため、通常、他

のアプローチとの比較を必要とする。 
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インパクト 

開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、正・負

の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の指標にもたら

す主要な影響や効果を含む。 

持続性 
ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。開発

援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 
出所：新 JICA事業評価ガイドライン第 1版（JICA評価部 2010年 6月） 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績、アウトプットの実績 

３－１－１ 日本側の投入実績 

2012 年 9 月末までの日本側の投入実績は以下のとおりである。詳細は付属資料５を参照のこ

と。 

    

（１）専門家派遣 

プロジェクト期間を通して、①チーフアドバイザー／研修普及／営農、②業務調整の 2

名の長期専門家が派遣されており、延長期間中も同様の配置がなされた。2012 年 9 月末ま

での長期専門家の配置期間は合計で 102人月（MM）である。 

また、2011 年 9 月の終了時評価以降、①地域活性化のための農業開発政策調整／ドナー

間協調、②参加型開発／組織強化、③生活改善／組織強化の 3名の短期専門家が合計 4.4 MM

の期間で投入された。 

 

（２）C/Pの本邦研修 

2011年 9月の終了時評価以降、3名の C/Pと 1名の RAAN政府職員が本邦研修に参加し、

2012年 10月に更に 1名の C/Pが本邦研修に参加する予定になっている。本プロジェクトの

関係者の本邦研修参加は合計で 11名となり、C/P全員と CDRの委員数人が参加したことと

なる。 

 

（３）機材供与 

2011 年 9 月の終了時評価までに車両、コンピュータ、バイク、コピー機等の機材供与が

なされており、その後 2012年に 4台のバイクが供与され、機材供与の合計額は 12万 3,560 

USD（約 1,153万 7,333円2）となっている。 

 

（４）現地業務費 

現地活動費として主に研修実施、モニタリング、圃場・プロジェクト事務所の維持管理

費などに日本側の予算が活用され、2012 年 8月までの合計額は 51 万 4,453 USD（約 4,550

万 3,861円3）である。 

 

３－１－２ ニカラグア側の投入 

ニカラグア側からの投入は以下に示すとおりであった。詳細は付属資料６を参照のこと。 

    

（１）C/P人材の配置 

2011年 9月の終了時評価以降、プエルトカベサス市役所から 2名、BICU大学から 2名、

                                                        
2 各機材の購入年度のJICA精算レートの平均（2008年度：1 USD＝100.825円、2009年度：1 USD＝92.74円、2011年度：1 USD＝

78.89円）で換算 
3 各支出年度のJICA精算レートの平均（2008年度：1 USD＝100.825円、2009年度：1 USD＝92.74円、2010年度：1 USD＝86.19

円、2011年度：1 USD＝78.89円）で換算 
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URACCAN大学から 1名、PANA PANAから 1名の職員が引き続き本プロジェクトの C/Pと

して配置されている。さらに、2012 年 5 月からは新たに MAGFOR の職員 1 名が C/P に配

置されおり、合計 7名となった。 

CDR の委員は 4 つの C/P 機関から合計 10 名が参加しているが、2011 年 9 月の終了時評

価後にプエルトカベサス市国際協力部長と URACCAN 大学副学長の 2 名は各機関の人事交

代により委員も変更された。 

 

（２）施設及び設備の提供 

ニカラグア側からプロジェクトの実施のために提供されている施設・設備は以下のとお

りである。 

１）プロジェクト事務所 

BICU 大学付属大西洋資料センター（BICU-CIDCA）の建屋、2 階部分が事務所として

提供されている。 

２）展示・研修用圃場 

－ BICU大学農林学部付属圃場（プロジェクト事務所より北東に約 7 km） 

－ URACCAN大学農林学部付属圃場（プロジェクト事務所より北東に 10 km） 

－ PANA PANA敷地内に苗畑（プロジェクト事務所より北東に約 3 km） 

 

（３）C/P経費 

2012 年 8 月末までにニカラグア側の 4 機関から合計 17 万 1,918 USD（約 1,447 万 1,236

円4）がプロジェクトの活用経費として支出された。これらの経費の大部分は各機関による

C/P の人件費であり、BICU 大学の場合は更にプロジェクト事務所や圃場の経費が含まれて

いる。 

 

３－１－３ アウトプットの達成状況 

（１）アウトプット１：農村開発委員会が規約と戦略計画に基づき機能している。 

プロジェクト期間を通してプロジェクトに必要な C/P 人材やその人件費は十分に配置さ

れた。その結果、C/P は CDR の実施機能として期待どおりの役割を果たしており、本プロ

ジェクトの手法のスペシャリストとして育成された。しかし、人件費以外の予算が十分に

執行されていないことや、延長期間中に CDRの会合の開催頻度が減少したことを考慮する

と、CDR の管理機能はまだ十分に果たされていないといえる。アウトプットの各指標の達

成状況は表３－１に示すとおりである。 

また、指標に示されている内容以外についても規約や戦略計画に記載している内容と比

較すると CDRは記載内容に則した機能を十分に果たしているとはいえず、改善の余地がみ

られる。 

 

                                                        
4 各支出年度のJICA精算レートの平均（2008年度：1 USD＝100.825円、2009年度：1 USD＝92.74円、2010年度：1 USD＝86.19

円、2011年度：1 USD＝78.89円）で換算 
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表３－１ アウトプット１の指標の達成状況 

指 標 達成状況 

1-1. カウンターパートが
計画どおりに配置さ

れる。 

 プロジェクト開始当初は人材配置に困難が生じたことがあったが、
PANA PANAの配置が 1名不足した時には BICU大学から 1名増員さ
れるなどし、R/Dのとおり 6名の C/Pが配置されている。さらに 2012
年 5月からは MAGFORの職員 1名がプロジェクトに配置され、現状
では計画の 6名を上回る 7名が配置されている。 

1-2. プロジェクト運営予
算が適正に確保され、

執行される。 

 当初のプロジェクト期間である 4 年間は、ニカラグア側から執行さ
れた予算は主に C/P の人件費であり、事務所の家賃、光熱費、清掃
夫の人件費（ニカラグア側と日本側で折半）、守衛の人件費及び圃場

の家賃（当初計画には含まれていなかった）などである。しかし、

普及活動に必要な C/P の日当や車両の燃料費、車両の維持管理費な
どはニカラグア側から必ずしも十分な額が適時には支出されなかっ

た。 
 延長期間中は、2011 年 9 月の終了時評価の提言を受けて予算を確保
するよう再度試みたが、適切なタイミングで十分な予算を執行する

には至っていない。その結果、コミュニティへの訪問を計画どおり

の頻度で実施することができなかった。 

1-3. 委員会及び定例運営
会議が適正な頻度で

開催される。 

 CDR の会合は毎月 1 回、C/P と専門家の打合せは週に 1 回、合同調
整委員会（JCC）は年に 1回の開催が計画されている。 

 CDR の会合については、その他の都合や健康上の理由などからプロ
ジェクト期間を通して委員全員が集合することが困難であり、計画

どおりでの頻度では開催されなかった。 
 実施チーム（C/P及び専門家）の打合せは週 1回の開催頻度が維持さ
れた。 

 

（２）アウトプット２：モデル農民グループに普及された技術が導入されている。 

普及員（主に C/P）や農民プロモーターへの研修（研修の詳細は付属資料７を参照）やフ

ォローアップ、モニタリング等一連の活動の成果として各指標の達成レベルは高く、本ア

ウトプットは適切に達成されているといえる。各指標の達成状況は下表に示すとおりであ

る。 

 

表３－２ アウトプット２の指標の達成状況 

指 標 達成状況 

2-1. 農民プロモーターが 100
名（20 コミュニティ×5
名）育成される。 

 プロジェクト期間中の研修は第 1～3グループが計画されている。現在
は第 3 グループの研修を実施中である。既に終了した第 1 グループと
第 2グループでは、育成されたプロモーターは合計 23コミュニティの
110人である。 

育成された農民プロモーターの数 

グループ コミュニティ数 農民プロモーター人数 

第 1グループ 8 36 

第 2グループ 15 74 

第 3グループ -5 20 

合 計 23 130 

出展：プロジェクトのデータ 

 

                                                        
5 第 3グループに参加しているプロモーターの所属コミュニティは第 1と第 2グループのコミュニティと重複している。 
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2-2. モデル農民グループが 20

コミュニティで選定され

る（ 20 グループ約 500
名）。 

 プロジェクトのモニタリング結果によると、農民グループに参加して
いる農民の人数は 600人に達していると見積もられている6。 

 プロジェクトのモニタリング結果によると、約 80のグループ（参加人
数は平均 7～8人）が形成されている。当初モデル農民グループはコミ
ュニティごとに形成されることが想定されていたが、実際はプロモー

ターごとにつくられたため、1 カ所のコミュニティに複数のモデル農
民グループが形成されている場合もある。つまり、プロモーターが 1
人で数人のグループをつくり指導している場合もあれば、プロモータ

ー数人が共同で農民を集めてグループをつくっている場合もある。 
 形成された農民グループの参加人数は、転居や健康上の理由等、農民
たちの生活上のさまざまな理由から流動的であるが、20人以上のグル
ープもあれば 2、3人ほどのグループもある。 

2-3. モデル農民グループの
50％が農業生産性向上に
関する技術や手法を実践

している。 

 モデル農民グループに参加している農民の 80％が農業生産性向上に関
する技術や手法を実践していることが確認された7。 

2-4. モデル農民グループの
50％以上が生活改善研修
で学んだ内容を実践して

いる。 

 モデル農民グループに参加している農民の 90％以上が生活改善研修で
学んだ内容を実践していることが確認された8。主に衣食住環境にかか

わる「金のかからない改善」を実施している。 

 

（３）アウトプット３：農村開発委員会の持続的な農業普及活動の実施体制が確立される。 

持続的農業普及計画はまだ見直しが行われている状態であるが、一方で本プロジェクト

の 4 つの実施機関以外にもさまざまな機関との連携によりプロジェクト活動が実施されて

きた。2011 年 9 月の終了時評価の提言を受けて、プロジェクト終了後の持続性を確固たる

ものにするために、延長期間中はさまざまな機関との関係構築に一層取り組んだ。普及計

画の実施のための資金については、2013 年の予算を確保するためには 2012 年 11 月までに

予算申請をする必要があるため、それに必要な年間計画を作成中である。下表に各指標の

達成状況を示す。 

 

表３－３ アウトプットの指標の達成状況 

指 標 達成状況 

3-1. カウンターパート機関以
外の複数の機関が「持続

的農業普及計画」を実施

する。 

 対象地域で活動する複数の機関と以下に示すような連携をもちながら
プロジェクト活動が実施された。 

   プロジェクトの研修を受けた普及員9たちは、本プロジェクトの手

法をそれぞれの所属機関であるMAGFOR、国家林業庁（INAFOR）、
NGOのモラビア教会社会開発協会（ADSIM）、同じくNGOのアレ
ックス・ルセール・ブランドンマルチセクター組合（COMAL）等
の活動で活用している。 

                                                        
6 育成された農民プロモーターが少なくとも 5 家族をグループに取り込む方法で、ターゲットグループである対象地域の 500

家族以上に対して技術普及を実施した。 
7 プロジェクトによるインパクト調査の結果（2012年 2 ～ 4月に 21コミュニティを対象に農民プロモーター88人及びモデル

農民グループの参加農民 61人を対象に実施したサンプル調査）。 
8 同上。 
9 40人が研修に参加し、25人が修了した（参加機関、研修内容の詳細は付属資料７を参照）。 
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    モデル農民グループの圃場の設置には、アクション・メディカ・
クリスティアーナ（AMC）や緑の種子（MASANGNI）等のNGO
との連携により、森林保全などの活動のために設置されていた既

存の圃場が活用された。 
   CDRの会合にはMAGFOR、RAAN政府生産局、MASANGNI、

COMAL、AMC等の機関が参加している。 
 持続的農業普及計画は現在見直しを行っており、2012年末までには完
成する予定である。 

 持続的農業普及計画は完成後、MAGFOR、RAAN政府、家族経済省10、

NGOなどのプロジェクト期間中に連携を構築してきた各機関と共有す
る予定である。 

3-2. 右普及計画を実行する予
算が確保される。 

 CDR はプエルトカベサス市議会の承認を受けた常設の委員会である
が、指標 1-2 の達成状況で示したとおり、本プロジェクトの活動資金
として同市に申請した予算は十分に確保されていない。 

 

３－２ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標である「モデル農民グループの生計（生活水準）が向上する」の指標は、下

表に示すようにすべて達成されている。 

 

表３－４ プロジェクト目標の指標の達成状況 

指 標 達成状況 

2013年 2月までに、 
１．モデル農民グループの 50％が地域に適し

た技術を導入することにより主要作物の

収量が増加する。 

 プロジェクトの研修で学んだ技術を導入したことによ
り、モデル農民グループの 80％が主要作物（コメ、フ
リホーレス豆、根菜類）の収量が増加したことが確認さ

れた11。 

２．モデル農民グループの 50%が新たに 3作
目またはそれ以上を新規に導入する。 

 モデル農民グループの 80％が新たに 3作目またはそれ以
上を新規に導入したことが確認された（主に野菜類）12。

３．モデル農民グループの 50％が生活改善研
修で学んだ内容を継続的に実践してい

る。 

 モデル農民グループの 50％以上が生活改善研修で学ん
だ内容を継続的に実施していることが確認された13。 

 

３－３ 実施プロセスにおける特記事項 

（１）活動の実績 

プロジェクト活動は活動実施計画（PO）14に沿って実施された。延長期間中は、普及ガイド

ラインや持続的普及計画などの文書の作成にやや遅れが生じたが、まず本プロジェクトの手

法を明確に示すガイドラインを作成し、ガイドラインの内容を実行するために必要な計画を

立案することが重要であるという判断から、必要なプロセスであったと考えられている。ま

た、手法を具体的に他の関係機関に紹介するためにもガイドラインの作成が必要であり、優

                                                        
10 前農村開発庁（IDR）が組織改革により家族経済省（正式名称は Ministerio Economía Familiar, Comunitaria, Cooperativa y 

Asociativa）となった。 
11 プロジェクトによるインパクト調査の結果（2012年 2 ～ 4月に 21コミュニティを対象に農民プロモーター88人及びモデル

農民グループの参加農民 61人を対象に実施したサンプル調査）。 
12 同上。 
13 同上。 
14 2011年 9月の終了時評価の結果 PDMに変更があり、活動にも修正があったため、POも修正された。現行の POは 2011年 9

月以降のものである。 
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先的な作業とされた。 

延長期間中のコミュニティでの活動については、既述のとおり予算が十分に確保されなか

ったことから、コミュニティへの訪問は計画よりも頻度が少なかった。さらに、社会的な騒

乱による主要道路や渡し船の封鎖や、大雨の影響による渡し船の欠航などが普及員のみなら

ず農民プロモーターの活動にも影響を与えた。しかし、C/Pによると、これらの理由により農

民プロモーターがプロジェクト活動を止めるような状況は生じていないとのことである。活

動の計画とその結果については、付属資料４に示すとおり。 

 

（２）プロジェクト実施体制 

本プロジェクトの意思決定は、プロジェクト実施チーム（C/Pと専門家）の打合せ、打合せ

内容の CDR の委員である各機関の上司との情報共有（報告・連絡・相談）、意思決定の最高

機関として CDRでの協議、といったプロセスで行われている。しかし、CDRについては各委

員の職掌柄、全員が揃って会合に参加できることは少なく、延長期間中もそのような状況が

継続した。議事録の回覧を徹底するなどの対策をとっているが、効率的かつ効果的な事業実

施のための意思決定が適切なタイミングで行われているとはいい難い状況だった。 

また、CDR を構成する個々の実施機関はプロジェクトに対して高い認識をもっているもの

の、CDRとしては十分な機能を果たしていたとはいい難い。CDRの機能はプロジェクトの実

施を通して徐々に改善されてきているものの、各機関の役割が延長期間中も明確になってい

ない部分があった。結果として、各機関が CDRに参画することによる相乗効果が当初の期待

ほどは発揮できていなかった。 

 

（３）活動実施レベルの機能 

C/Pと専門家から構成される実施チームは、延長期間中もプロジェクトに対する深い理解の

下、団結して積極的に活動を実施しており、同チーム自体がプロジェクト活動成果のひとつ

であるといえる。各機関から配置された C/P は適切な人材であり、プロジェクト活動を通じ

て農村開発のファシリテーターとして成長を続けている。 

日本人専門家の支援や指導については、適切な技術と経験をもって外部要因や地域特有の

問題にも柔軟に対処するなど、活動実施に不可欠な存在であったと各関係者から評価されて

いる。 

実施チーム内のコミュニケーションは、C/Pと専門家による週 1度の打合せにより必要な情

報の共有が行われており、延長期間中も良好に保たれている。 

 

（４）PDMの改訂 

プロジェクト期間中に PDMは 3度改訂されているが、活動と指標が主な変更であった。2011

年 9 月の終了時評価の結果によりバージョン 3 に修正されたが、その際にはプロジェクト目

標やアウトプットについて変更があり、アウトプット１については「農村開発委員会が規約

と役割分担に基づき機能している」から、「農村開発委員会が規約と戦略計画に基づき機能し

ている」に改訂された。 
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（５）2011年 9月の終了時評価の提言に対するフォローアップ状況 

2011年 9月に実施された終了時評価では、次の 10項目の提言が残された。その後の提言へ

のフォローアップ状況は下表に示すとおりである。 

 

表３－５ 2011 年 9 月終了時評価の提言のフォローアップ状況 

提言（概要） フォローアップ状況 

プロジェクトに対する提言 1： 
既に承認された「戦略計画」「内規」の下に、①各機

関の役割分担や予算、普及員や農民プロモーターの

活動内容、地理的展開、活動スケジュール等を盛り

込んだ「持続的農業普及計画」、②農村開発にあたっ

ての具体的な手順を定めた「ガイドライン」を 2011
年 12月までには完成させる。 

 2011年 12月に持続的普及計画が作成された。 
 その後、今後のアクションを具体化するためには
本プロジェクトの手法を明確に示す必要がある

と考えられたことから、まず普及ガイドラインの

作成に集中し、作成されたガイドラインに基づい

て戦略計画や持続的普及計画の見直しを行って

いる。2012 年末には全文書が完成する予定であ
る。 

プロジェクトに対する提言 2： 
普及員の活動の一環として、対象コミュニティでの

社会・経済的ベースライン調査を農民参加の下で実

施するとともに、その後も作付面積や収量、販売量・

価格、さらには所有資産等について継続的に把握で

きるような、過度に負担がかからない簡易な方法を

導入する。2011 年 12 月までに、一連の活動内容が
制度化され、上述のガイドラインに反映させる。 

 受益コミュニティの社会経済調査として、2012
年 2月から 4月に 152人に対するサンプル調査を
実施した。 

 情報を継続的に収集することを考慮し、データ収
集にも活用されるモニタリングフォームが作成

され、上記調査でも活用された。このフォームを

活用して上位目標の指標データも収集すること

が可能である。 
 普及ガイドラインにモニタリングの方法につい
て記載された。 

プロジェクトに対する提言 3： 
JICAニカラグア駐在員事務所の支援を受け、カリブ
海沿岸開発庁と連携を取りつつ、大西洋岸自治区の

自治体（RAAN政府及び RAAS政府）と市レベル、
当該地域で活動する政府機関、ドナーや NGO を集
め、プロジェクトの成果を公表し普及を図るための

セミナー／ワークショップを 2012年 1月までに開催
する。 

 プロジェクトの活動や成果を広めるためのセミ
ナーが 3回実施された。それらのセミナーには、
MAGFOR、RAAN 政府生産局、家族経済省、保
健省、Waspam市、Siuna市、MASANGNI、COMAL、
国際連合食糧農業機構（FAO）、カリブ開発庁、
プラン・ニカラグア、アグロ・アクション・アレ

マン、AMC などの機関が参加した。セミナーの
詳細は付属資料７を参照。 

ニカラグア側に対する提言 1： 
CDRは次年度の活動計画を適時・適切に策定し、必
要な投入を関係機関で合意し、各機関で必要な予算

措置を講じること。この観点から、プロジェクト実

施期間中から、将来のプロジェクト終了後の活動を

見据え、適切な予算を確保すること。 

 2012年の年間計画は CDRが適切なタイミング承
認しなかったことで、適切な予算申請ができなか

った。既述のとおり、C/Pの人件費や事務所の家
賃等の一部の費用は十分に確保されたものの、日

当、燃料費、車両の維持管理費など活動実施に必

要な経費は十分に確保されておらず、コミュニテ

ィの訪問が制限された。 

ニカラグア側に対する提言 2： 
プエルトカベサス市の農村開発活動の持続性を増す

ために、MAGFOR、RAAN政府といった機関の CDR
への参加も検討する。 

 MAGFOR は CDR の会合に参加しているほか、
2012 年 5 月からはプロジェクトに C/P を 1 名配
置している。 

 RAAN 政府からはセミナーやその他の活動への
参加を得るなど、連携が強化されている。 

ニカラグア側に対する提言 3： 
畜産分野での活動、自給自足を超えた生計向上活動

に寄与するための収穫後処理、輸送、市場といった

販売に係る活動、加えて、種子の確保に向けての収

穫後種子保存、種苗交換等の活動を強化する。 

 畜産分野では URACCAN 大学による養鶏、

Nazareth村でのティラピアの養殖、ハリナシミツ
バチによる養蜂の導入、家畜飼育の指導などが行

われた。 
 販売に係る活動については、市役所のイニシアテ
ィブで農産物物産展への参加が行われた。 
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  種子の確保に関しては、MAGFORから配置され

たC/Pの支援により「ポストハーベストと種子保
存」の研修が実施され、マニュアルも作成された。

ニカラグア側に対する提言 4： 
他ドナーの活動との連携を促進し、各ドナーによる

事業の中に本プロジェクトの成果を含めるようにす

る。 

 短期専門家が FAO、国際農業開発基金（FIDA）、
米州開発銀行（BID）との連携の可能性について
調査し、関係の強化が行われた。 

ニカラグア側に対する提言 5： 
本プロジェクトの経験、成果、弱点、さらには民族

的テリトリーごとの住民の認識、あるべきアプロー

チの相違等を研究としてとりまとめ、今後の活動へ

の基礎とする。 

 本提言に直接関連するような調査は実施してい
ない。 

 URACCAN 大学の学生が本プロジェクトによっ
て導入した生活改善をテーマに論文調査を実施

している。 
 今までの活動の経験や教訓については、普及ガイ
ドラインに記述されている。 

日本・ニカラグア側双方に対する提言 1： 
プロジェクト活動期間を 1年間延長する。 

 1年間の延長がなされた。 

日本・ニカラグア側双方に対する提言 2： 
PDM ver.3に則した活動実施。 

 PDM ver.3に則して活動が実施された。 

 

３－４ 効果発現に貢献した要因 

効果の発現を促進した要因として、以下の点が確認された。 

・異なる機関の連携による CDRをプロジェクトの実施体制としたことで、各機関の少ない人材

を最大限に活用し、農業技術の普及活動に取り組むことができた。 

・本プロジェクトが導入した手法は対象地域にみられる援助への依存傾向を低減する取り組み

であり、このような手法を導入したことが効果の発現に貢献した。 

・プロジェクトの関係者の多くが対象地域の問題への意識が高く、本プロジェクトの手法が適

切なものであることを納得したうえで活動に従事していたことが、プロジェクト活動の進展

に貢献した。 

・MAGFORの C/Pの参加でポストハーベスト等の技術が導入されたり、家族経済省が普及ガイ

ドラインにコメントを提供したりするなど、さまざまな機関との連携・協力の下にプロジェ

クト活動を進めたことで、活動の内容が充実した。 

・対象地域のコミュニティでは、MASANGNI の既存の植林用の苗の圃場や、AMC の圃場で本

プロジェクトの研修を実施するなど、同じ地域で活動する NGOと十分に連携することにより

プロジェクト活動が促進された。 

・2010 年からラジオ放送でプロジェクト活動の広報と普及を始めた。それにより、コミュニテ

ィへの訪問が難しい時期においても、週 2 回の放送でコミュニティの人々に対してプロジェ

クト活動に関する情報やポジティブなメッセージを送り続けることができた。 

・URACCAN 大学の実習、インターン、論文研究などにより、学生がコミュニティでモデル農

民グループの農作業を手伝ったり農業技術に関する調査を実施したりしたことで、プロジェ

クト活動の進展に貢献した。 

 

３－５ 問題点及び問題を惹起した要因 

プロジェクトの効果の発現に対してネガティブな悪影響を及ぼした点や問題点として、以下が

確認された。 
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・プロジェクト開始前（2007 年 9 月）にニカラグアを襲ったハリケーン・フェリックスの被害

や、プロジェクト実施中の武装強盗などの外部要因は、活動に遅れを生じさせ、プロジェク

トの全般的な進展に影響を及ぼした。 

・本プロジェクトでは外部からの支援への依存や援助体質を減少させ、農民自身の自助努力や

創造力の醸成を促進するために単に物資を提供するような方法はとっていない一方で、対象

地域では従来の物資供与による支援を行う支援団体も存在している。直接農民への指導を行

う C/P からは、従来型の支援が本プロジェクトの意図とは反する影響を与え、農民の本プロ

ジェクトへの参加意欲に対してネガティブな影響が生じるケースもあったと指摘してきてい

る。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価５項目による評価 

４－１－１ 妥当性 

本プロジェクトは、ニカラグア政府やプエルトカベサス市のニーズや優先課題、日本の対ニ

カラグア支援戦略との整合性が高い。また、以下に示すように開発課題に貢献する適切な手段

を用いていることが確認されたことからも、本プロジェクトの妥当性は高いといえる。 

 

（１）政府の優先課題や対象地域のニーズとの整合性 

2011 年 9 月の終了時評価で示されたとおり、本プロジェクトは中央及び地方政府の政策

との高い整合性が確認されている。ニカラグア政府の「国家人間開発計画（PNDH）」によ

れば、本プロジェクトが対象とする RAAN は国家開発の重点地域のひとつである。また、

中央政府が策定した「カリブ沿岸開発計画」（2009～2012）では 12 分野の重点目標のひと

つに「先住民地域や極貧村落の 1 万世帯に生産能力を付与する」ことを掲げている。さら

に、プロジェクト対象地域が所在するプエルトカベサス市の「開発戦略計画 2003～2012」

では、農牧生産の技術開発や支援プログラムの実施が必要とされている。現時点ではこれ

らの政策に変更はなく、引き続き整合性は高いといえる。 

対象地域のニーズについても現時点までに変化は生じていない。対象の 3 地区はいずれ

も農林業、または零細漁業に生計を依存している。しかし、肥沃な土地が限られているこ

とに加え、これまで開発援助がほとんど実施されていない地域であるため、本プロジェク

トが実施する農業普及は裨益対象グループのニーズを満たすものである。 

 

（２）日本の支援政策との整合性 

日本の対ニカラグア支援政策についても現時点までに変更はなく、対ニカラグア事業展

開計画（2010 年 8 月）が定める「農村地域貧困削減支援プログラム」の下において、農村

の貧困削減が重要な課題として取り上げられていることから、本プロジェクトとの整合性

に変わりはない。 

 

（３）手段としての適切性 

＜本プロジェクト（TAWAN INGNIKA）の手法＞ 

本プロジェクトの手法は考える農民の育成に力を入れている。農民プロモーターを対象

とした研修では、農業技術研修の前にまずは動機づけと組織づくり、生活改善、農村のプ

ロモーター活動、ジェンダーといった社会的なテーマの研修を実施している。農業技術の

研修内容はそれぞれのコミュニティが参加型の農村調査（診断）の結果によって選択する

方法をとっており、各コミュニティで適切な技術や必要とされている技術のみが導入され

ている。研修の方法についても、考える農民を育成するための「農村学校」でニーズに基

づいた技術の実地研修が行われており、さらに農民から農民への技術移転を促進している。

これらの手法は時間がかかるプロセスではあるものの、生産者たちの依存心や援助慣れの

傾向を低減することに貢献することが可能であり、本プロジェクトの手法は従来型の支援

と比べて適切であると高く評価されている。本プロジェクトの普及モデルを説明する資料
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として、付属資料 10 にプロジェクトで作成した「普及ガイドライン」第 2章の和訳を付す。 

 

＜地域のリソースの有効活用＞ 

中間レビュー以降、本プロジェクトでは地域のリソースの有効活用に力を入れている。

異なる複数の機関の参加を促進し CDRを形成・強化することによって普及活動を行うこと

は、限られた地域のリソースを有効に活用しているといえる。CDR の機能は更に強化して

いく必要があるものの、異なる機関間の連携による普及体制の整備は、人的・資金的リソ

ースが不足している現状にかんがみて有効かつ効率的なアプローチであるといえる。この

取り組みに、他の政府機関やドナー機関、NGO 等が関心を示している。今後機関間連携に

よる相乗効果を更に醸成していくためには、CDR がリーダーシップを発揮できるような体

制を構築していくことが不可欠である。 

 

（４）他の支援機関や JICA事業との連携 

本プロジェクトの活動レベルでは既述のとおりさまざまな機関と連携して活動が行われ

てきた。また、延長期間中には更に連携を強めるための活動が行われてきており、既述の

とおりの関係が構築された。 

一方、JICA の他事業との連携もさまざまな形で行われており、例えば動機づけや組織づ

くり、農業技術などの専門家を他の JICA技術協力プロジェクトから招き研修を実施するな

ど、有用な連携が実施された。 

 

４－１－２ 有効性 

下記に示すようにプロジェクト目標の達成状況は良好であり、高い有効性が確認されている。 

 

（１）プロジェクト目標の達成見込み 

「３－２ プロジェクト目標の達成状況」で述べたとおり、プロジェクト目標の指標は

すべて達成されている。さらに、本終了時評価の農民プロモーターや生産者への聴取調査

では、以下のようなさまざまな形でプロジェクトに参加している人々の生活が既に改善し

ていることが確認された。 

・以前は野菜を食べる頻度は少なかったが毎日食べるようになり、家庭の食生活が改善

された。 

・野菜を自分で栽培・収穫するようになり、野菜を買うための出費を抑えることができ

るようになった。 

・収穫物の一部を売ることで家庭の収入が向上した。 

・作物の生産性が向上し、栽培作物の種類も増えた。 

・以前は家から遠い畑で作業していたが、今は近くで栽培するようになり便利になった。 

・人々との接し方やジェンダーについて研修を受けたことで、配偶者や家族、コミュニ

ティの人々との関係が改善された。 

・今まで得たことのない「知識」を得ることができ、自分で継続して活用していくこと

ができる。 
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（２）プロジェクト目標とアウトプットの因果関係 

上述のプロジェクト目標の達成状況は、アウトプット１と特にアウトプット２の達成状

況が直接関係している。対象地域の農村開発に見識が深い関係者によると、従来これらの

地域では資金的・物的支援を受けることに人々が慣れてしまっており生産活動を推進する

ことは難しかったが、本プロジェクトの農民プロモーターや農民たちは自分たちで入手可

能な資源を活用した生産活動に従事している。まだ習得した知識を継続的に活用して生産

活動を行うレベルまで達しておらず今後もフォローアップを必要とするグループもあるが、

上述のような効果が発現していることは本プロジェクトの直接の結果であるといえる。ア

ウトプット３については、CDR の機能は本プロジェクトが導入したモデルの活動を確実に

実行していくためには、まだ十分に強化されたとはいい難い状況である。 

プロジェクト目標達成に向けた外部条件については、「農業普及に関する市役所の方針が

変わらない」及び「普及員および農民プロモーターが頻繁に変わらない」が挙げられてい

るが、本終了時評価の時点では市役所の方針に変化はなく、また普及員の役割は C/P が果

たしているため大きな変化は生じていない。農民プロモーターはそれぞれの事情で活動を

止めることもあるが、C/P によると、研修を受けた農民プロモーターのおおよそ 80～85％

が継続的に農民プロモーターとして活動に従事しており、達成状況にネガティブな影響を

及ぼすほどの事態は生じていないと考えられている。 

 

４－１－３ 効率性 

以下に示すとおり、活動の進展状況によりそれぞれのアウトプットの達成度は異なっている。

投入については、プロジェクト期間の前半には効率的な投入の活用においていくつかの問題が

生じたが、全般的には限られた資源を適切に活動に用いている。 

 

（１）アウトプットの達成状況 

「３－１－３ アウトプットの達成状況」で示したとおり、アウトプット１については、

いくつかの費目においては予算確保に困難が生じたことや CDRの機能にも改善の余地があ

ることから、一部の指標は未達成である。アウトプット２については、高い達成度が確認

できた。アウトプット３については、さまざまな組織・機関との連携を行うなど持続的な

実施体制の確立に努めてきたが、達成度を高めるためにはプロジェクト活動の継続に必要

な予算を確保することが求められる。 

 

（２）アウトプットと活動の因果関係 

上述のアウトプットの達成状況は、プロジェクト活動の内容と直接的に関係しており、

活動の結果として発現していることが確認されている。アウトプット達成のための外部条

件として、「対象地域の治安がプロジェクトの活動に影響を与えない程度に安定している」

と「農民グループが組織的にプロジェクトへの参加に合意する」の 2 つが挙げられている

が、前者については「３－５ 問題点及び問題を惹起した要因」で述べたように、プロジ

ェクト活動の進捗にネガティブな影響を与える状況が生じている。後者については、対象

地域のコミュニティは伝統的にコミュニティを代表する組織・代表者の決定に従う慣習が

ある。プロジェクト開始当初には、他の支援組織が活動を実施しているリーダーと活動を
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開始したものの、コミュニティの権威からの承認がなかったため、その他の住民の参加を

得ることが難しいケースが生じたが、その教訓からその後はプロジェクトではコミュニテ

ィの権威の承認を受けてから活動を行っており、問題は生じていない。 

 

（３）投入の質、量、タイミング 

投入は概して PDMに設定されているアウトプットを発現させるために適切に活用された

と考えられる。プロジェクト期間の前半には、プロジェクトの運営方法や活動のフォーカ

スについて CDRの委員やプロジェクト実施チームのコンセンサスが十分に確立されていな

かったことから、投入が十分に効率的に活用されなかったこともあった。例えば、ローカ

ルコンサルタントを活用してプロジェクト活動を進めようとしたものの、アウトプットの

達成には適切に結びつかなかったことがあった。しかし、そのような経験から教訓を得て、

プロジェクト期間の後半では投入をアウトプットの達成に効率的に結びつけることができ

ている。 

日本側から供与された機材については、既にほとんどの機材の権利を CDRに委譲してい

るが、プロジェクト終了後もそれらの機材をどのようにプロジェクト活動のために活用し

ていくかを定めた使用規則が整っていないことが指摘されている。 

 

４－１－４ インパクト 

適切な計画に沿って予算を確保しながらプロジェクト活動を継続・拡大していくことで、上

位目標の達成が見込まれる。プロジェクトの効果としてさまざまな正のインパクトが確認され

た。負のインパクトは確認されなかった。 

    

（１）上位目標の達成見込み 

上位目標１「モデル農民グループで確立した農業の普及により、プエルトカベサス市全

体において、農民の生計（生活水準）が向上する」及び、上位目標２「プエルトカベサス

市以外の先住民自治地域へ、農業普及活動が波及する」の達成のためには、適切な計画に

沿って予算を確保しながら、本プロジェクトの活動を継続・拡大していくことが必要であ

る。そのために、CDRではプロジェクト実施チームと共に 2013年の活動計画を策定し、プ

エルトカベサス市議会に予算申請を行う予定である。また、上位目標の指標として設定さ

れている「プエルトカベサス市内の 50 コミュニティにおける小規模農民の 1,500 名」の達

成に向けて受益者を拡大するために、各年の目標値を設定していくことも必要である。 

なお、上述の上位目標の指標に必要なデータは、普及ガイドラインに示されている活動

内容を継続していけば、モニタリングの結果によって確認することが可能である。 

 

（２）上位目標とプロジェクト目標の因果関係 

上位目標１は、日本の協力が終了したあともプロジェクト活動を継続していけば、本プ

ロジェクトの効果として達成することが可能である。上位目標２については、プエルトカ

ベサス市以外の地域で本プロジェクトの活動を実施していくことが必要である。本プロジ

ェクトの中心的な実施機関はプエルトカベサス市であり、PDM では対象地域外での普及活

動を展開するための体制について具体的な活動は記述していないが、プロジェクトでは特
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に延長期間において、将来的にプエルトカベサス市以外で活動を展開することを考慮し、

州レベルの生産者会議に参加するなどして RAAN 政府や MAGFOR、FAO 等の RAAN 内で

活動する関連機関との関係を育んできた。これら機関のなかにはプロジェクトでつくり上

げた普及モデルや人材を活用して普及活動に取り組む意欲を示している機関もあり、今後

の展開が期待される。 

上位目標の達成のための外部条件としては、以下の 4点が挙げられている。 

・生産物の価格が急落しない。 

・関連する投入財や経費の価格が高騰しない。 

・農作物、牧畜に重大な伝染病が発生しない。 

・重大な自然災害が発生しない。 

これらの外部条件については、プロジェクト開始当初にもハリケーン・フェリックスの

影響があったように、気候変動などの影響で自然災害が生じたり、その結果作物の価格の

変動が生じたりする可能性は考えられる。 

上位目標の達成に影響を与える可能性のあるその他の要因としては、本プロジェクトが

時間をかけて自助努力の促進に取り組む一方で、同じ地域で他の支援機関が従来のような

資金・物資を供与することは本プロジェクトの効果発現にネガティブな影響を及ぼす可能

性があることから、資金・物資の供与を最大限に活用できるような支援機関間の連携が必

要となっている。 

 

（３）波及効果 

本プロジェクトの正の波及効果として以下のような状況が確認された。 

１）農業技術の持続的な適用を促すために、本プロジェクトでは農具、種子、苗などの物

資を提供するのではなく、それらの物資は自助努力により入手することを促進した。こ

のアプローチに取り組んだ結果、特に先住民のコミュニティにおいて物的支援への依存

から脱却し自助努力で農業に取り組む住民が生じている。 

２）プロジェクト活動に従事してきた農民プロモーターが自分のコミュニティ外の生産者

に対して技術支援を行うケースが生じている。近隣のコミュニティから 9 人、別のコミ

ュニティから 12人の農民がそのプロモーターの農場を訪問し、本プロジェクトの農業技

術を学んでいる。 

３）プエルトカベサス市内から転出した農民プロモーターの 1 人が、引っ越し先の土地で

プロモーターとして生産者のグループに対して技術指導を実施している。 

４）農民プロモーターの数人がコミュニティの宗教グループと協力し 30人程度のグループ

で活動を実施しているケースが生じている。 

５）一部の農民プロモーターは地域で育成された人材として知られるようになり、NGO が

地域のリーダーとして NGOの活動実施のために雇用するケースが生じている。 

６）本プロジェクトが実施している研修のテーマのひとつにはジェンダーの平等が含まれ

ており、またプロモーターの約 45％は女性である。女性のプロモーターへのインタビュ

ーでは以下のような効果が確認された。 

 以前は人々の前で発言することもできなかったが、今は多くの人々の前で話をできる

ようになった。 



 

Ⅱ－20 

 プロジェクト活動に参加することで新しい知識を学ぶことの喜びを認識し、その結果

プエルトカベサス市中心にある週末学校で勉強を始めた（ 8 ～10人程度の女性が確

認されている）。 

 家族からの理解や支援が向上し、家族間の関係性が改善された。 

７）プロジェクトの普及員として C/P を含む 25 人が育成されているが、C/P 以外の人材は

研修で習得した技術や知識をそれぞれの普及員が所属する組織や担当業務において活用

している。 

８）本邦研修に参加した C/P が、研修で学んだ生活改善の知識を URACAAN や BICU の大

学の授業で活用している。 

９）本プロジェクトの経験を知り、Waspam市役所は本プロジェクトの活動を導入すること

に関心を示していることから、本プロジェクトの実施するセミナーに招待したり、本プ

ロジェクトのC/PがWaspam市で実施されるセミナーでジェンダーに関する講演を行うな

どの関係が保たれている。 

 

なお、本プロジェクトによる負の効果は確認されなかった。 

 

４－１－５ 持続性 

本プロジェクトの C/P はプロジェクトの活動を継続していくために十分な知識・能力を習得

している。しかし、本プロジェクトのモデルの持続性を担保し更なる拡大をめざすためには、

本プロジェクトの活動を継続するための手段を明確にする必要がある。 

    

（１）政策・制度面 

本プロジェクトの実施機関である 4 機関は本プロジェクトの手法や成果を高く評価して

おり、今後も対象地域の農業開発や生活状況の改善に貢献するこのような活動を重視して

いくことを表明している。さらに、MAGFOR、RAAN 政府生産局、家族経済省などの関係

機関についても本プロジェクトのモデルを評価しており、それぞれの組織の活動に活用し

ていくことを検討している。よって、政策面での支援は継続することが期待できる。なお、

プエルトカベサス市役所については、本終了時評価終了直後の 11月に市長選挙が予定され

ており、結果によっては今後の政策支援に大小の影響が生じる可能性がある。 

 

（２）組織・財政面 

4 つの実施機関は今後の活動継続において今までどおりの人材を配置することに問題は

ないと述べている。よって、本プロジェクトを通して育成された C/P が今後も活動を継続

していくことが可能である。しかし、活動に必要な日当、交通費などの予算を確保する必

要がある。現在 CDR はプロジェクト実施チームと共に 2013 年の活動計画と予算を策定し

ており、プエルトカベサス市議会に提出し予算請求を行う予定である。 

他機関との連携の可能性については、MAGFOR、RAAN 政府生産局、家族経済省のよう

にそれぞれの活動で本プロジェクトのモデルを活用することに関心を示している機関があ

り、それぞれの機関の活動を本プロジェクトの対象コミュニティで実施することや、本プ

ロジェクトで育成されたプロモーターを活用してそれぞれのプロジェクトの活動を展開す
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ることが検討されている。 

一方、現在 CDRは市議会に承認された委員会であるが、州政府議会には認知されていな

い。また、RAAN ではテリトリー政府の設置を進めていることから、今後統治体制に変更

が生じる可能性がある。よって、周囲の環境を分析しながら将来的にプエルトカベサス市

内及びそれ以外の地域で CDRがどのような体制をとっていくべきかを検討し活動を進める

必要がある。 

なお、今までに本邦研修に参加した人材のネットワークが生活改善や農村開発などのテ

ーマごとに形成されているが、彼らは本プロジェクトのモデルに関連するテーマにおいて

育成された人材であることから、本プロジェクトの活動を継続するにあたり活用すること

が可能である。 

 

（３）技術面 

C/Pはプエルトカベサス市内のみならず、RAANの異なるコミュニティで本プロジェクト

のモデルの活動を展開していくために必要な能力や経験を十分に得ている。 

農業技術の導入の際には、コミュニティの伝統的な農耕スタイル、在地の農耕を基本と

した技術を基本とし、①コミュニティでできる技術、②経済的に導入できる技術、③社会

的に受け入れられる技術、④環境に優しい持続的な技術、といった点が考慮されてきた。

具体的には、家庭菜園を中心とした屋敷畑の導入、堆肥作成技術、灌漑技術等がある。対

象コミュニティでは、農民プロモーターはさまざまな技術を習得しており、農民自身はそ

れらの技術が自分たちの農業に適した技術であったと認識しており、プロジェクト終了後

も活動を継続していくことが考えられる。また多くの農民プロモーターは他の生産者へ技

術を移転しており、今後も技術移転に努めていく考えであることが確認された。 

 

（４）文化、社会、環境、ジェンダー面 

本プロジェクトは民族・社会経済・地理・文化・環境などの点で多様性を考慮して活動

を実施してきた。例えば、コミュニティで実施する研修の内容は参加型の調査・診断の結

果によって選ばれている。さらに、本プロジェクトでは既述のとおりジェンダーに配慮し

て活動を実施している。よって、これらの側面では持続性を阻害するような要因はないと

考えられる。 

 

４－２ 結 論 

以上のように、本プロジェクトのプロジェクト目標は十分な達成度が確認された。評価時点に

おいて十分に達成されていない成果指標も一部あり、プロジェクト期間中に達成すべき課題もい

くつか残されてはいるものの、後述の提言を考慮しつつ課題に取り組むことで達成度を高めるこ

とが可能である。よって、本延長期間をもって協力を終了することが妥当であると結論づけられ

る。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

プロジェクトの効果が持続し、自治区内に波及するために、合同評価委員会として以下の提言

を行った。 

    

（１）協力期間中の活動に対する提言 

１）文書の完成 

ニカラグア関係機関による自立的な活動継続のために、「戦略計画」「持続的農業普及計

画」「ガイドライン」の 3文書が作成されている。これらはいずれも第 1版やドラフト版が

作成済みであるが、修正もしくは完成させる必要がある。このため、実施チームと CDRは

日本人専門家の技術支援を得て、これらを可及的速やかに完成させる必要がある。 

２）2013年度予算の確保 

協力期間中、ニカラグア関係機関が負担すべき経費のうち燃料費や実施チームの日当等

の一部経費について日本側が支援してきた。協力終了後は、ニカラグア側はこれらの経費

を確実に負担しなければならない。 

このため、2013 年度の予算確保に向けた手続きを行う必要がある。具体的には、実施チ

ームは日本人専門家の技術支援を得て 2013年の年間活動計画を作成し、CDRの承認を得て

2012 年 11 月の市議会に提出する必要がある。同様に BICU 大学、URACCAN 大学、PANA 

PANA（NGO）についても各機関の負担すべき経費について予算確保の手続きが必要である。

これは緊急かつ重要な課題であり、確実に実行されなければならない。 

３）プロジェクト効果の波及 

プロジェクトは、上位目標として現在の対象 3地域のみならずプエルトカベサス市全域、

さらにはプエルトカベサス市以外に、その効果が波及することをめざしている。この目標

を近い将来に達成するため、プロジェクトでは特に延長期間において自治区政府や他の自

治体、政府機関、ドナー等と積極的にコンタクトを行ってきた。しかしながら、これらの

機関に対してプロジェクトのコンセプト、デザイン、手法を明確に示すことが困難であっ

た。実施チームにより作成の最終段階にある「ガイドライン」には、プロジェクトのコン

セプト、デザイン、手法の全体像が示されており、これらをより詳細に説明することが可

能となっている。 

協力期間中及び終了後において、この「ガイドライン」を活用してプロジェクトのつく

り上げた TAWAN INGNIKAモデルについて、自治区政府や他の自治体、政府機関、ドナー

等に紹介し、理解を得て具体的な連携を促進することに注力する必要がある。 

４）供与機材の使用及び維持管理規定 

日本の協力により供与された機材は、プロジェクト活動のためにのみ使用されなければ

ならない。このため、CDR は、日本人専門家の支援を得て、プロジェクト終了までに、機

材の使用及び維持管理の規定を定める必要がある。 

５）実施機能の強化 

5年間のプロジェクト実施期間において、日本人専門家がプロジェクトの事務局的機能を

担ってきた。持続性を確保するために、この役割はニカラグア側によって担われるべきで
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あり、このため、CDRのメンバーは協力期間終了前にその体制を定める必要がある。 

６）CDRにおける適時の意思決定 

CDR における意思決定が必ずしも円滑になされていない現状について多くの関係者から

懸念が示された。日本の協力が終了する前に、上述の課題を達成していくためには、CDR

参加機関の一層の努力によって CDRにおける迅速な意思決定がなされる必要がある。 

 

（２）協力期間終了後に向けた提言 

１）CDRのあり方について 

現在の CDRはプエルトカベサス市内における活動を前提として、同市役所を中核とした

4団体で構成されている。他方、プロジェクトは協力期間中の成果に基づいてプエルトカベ

サス市外にまで活動を展開することをめざしている。また、RAAN においてはテリトリー

政府の設立や権限移譲が進行中であり、行政機能のあり方は将来的に変化していく可能性

についても考慮する必要がある。 

このような状況下、CDR については必ずしも現在のあり方にこだわることなく、その構

成要員の増員や、機能、意思決定機構の変更等について、地域の状況の変化に柔軟に適応

させていくことが望ましい。 

CDR の永続性を確保するためには、法的ステータスを有した組織として設立することも

一案である。 

２）他組織との調整及び連携について 

本プロジェクトで導入した TAWAN INGNIKAのモデルは、受益者の自立意識を高め自ら

を開発主体として認識させる特徴を有している。このモデルは、多くの組織が行っている

ような従来型の手法、すなわち、住民に物を与えることによって支援への依存性を高める

ことにもつながり得る手法とは全く異なっている。 

同一地域内でこのように全く異なる手法で活動が実施される場合、時として効果が減少

したり、場合によっては混乱を起こして状況を悪化させることもあり得る。このため、よ

り良い連携及び相乗効果をめざして、こうした支援を行う他組織とより一層の効果的な調

整を行う必要がある。 

 

５－２ 教 訓 

本プロジェクトは、これまで普及システムが存在しなかった地域において、地域に適した普及

モデルの創出と、またそのモデルを実行し得る人材とチームの育成を成し遂げた。このモデルの

持続性を確保する機能を強化する必要はあるものの、この取り組みは既存の普及システムの存在

する地域における普及システムの強化とは全く次元の異なるものであり、これを成し遂げたプロ

ジェクトチームの努力は称賛に値する。 

特筆すべきことは、この過程において、普及の手法や技術内容については当初の想定したもの

にこだわらず相当柔軟な試行錯誤を行ってきたことである。 

協力の開始にあたり綿密な調査や仮定の設定が重要であることは論を待たないが、活動の進捗

とともに明らかになりあるいは変化していく状況に即して、必ずしも当初の仮定に固執すること

なく果敢に新たな取り組みを行うことも必要である。 
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第６章 団長所感 
 

（１）プロジェクトの終了 

本プロジェクトは 2008年 2月に開始され、当初 4年間（2012年 2月まで）で終了の予定で

あったが、外部要因に起因する事業の遅延によりまだプロジェクトの活動が定着していない

として 1 年間延長され、2013 年 2 月まで期間 5 年間のプロジェクトとなった。1 年の延長期

間の間に、プロモーターの研修や「ガイドライン」のドラフト作成等の作業が進みプロジェ

クトの活動が定着していることが確認されたことから、今次終了時評価にあたっては、予定

どおり 2013年 2月に終了させることが妥当との結論となり、ニカラグア側の合意を得たもの

である。これまでのプロジェクト関係者の努力に敬意を表するとともに、プロジェクトの残

り期間においてペンディングとなっている事項が順調に進捗するよう関係者のより一層の努

力を期待する。 

 

（２）プロジェクトの成果 

本プロジェクトの目標は、モデル農民グループの生計向上であり、具体的には、モデル農

民グループの半数が主要作物の収量を増加させ、かつ新たに 3 作目あるいはそれ以上の新規

の農作物を導入し、かつ生活改善研修で学んだ内容を継続的に実践するようになることであ

るが、モデル農民グループに属する農民のうちの 80％が主要作物の収量を増加させ、同じく

80％以上が実際に 3 作目以上の新規の作物を導入し、50％以上が生活改善研修で学んだ内容

を継続して実践していることが確認されている。すなわち、本プロジェクトの目標は十分に

達成されたということができる。 

数字上の目標もさることながら、今次調査団は実際に事業対象地域に赴き、本プロジェク

トの各農村プロモーターとのインタビューにおいて、「以前は全く知らなかった野菜のつくり

方を本プロジェクトにおいて学んだ。また土壌を改善し農作物の収量を上げる方法を学び、

実際に収量が増加することを体験した。今後もさまざまな試行を継続し、生産改善に結びつ

けていきたい。学ぶことの大切さを学んだ。」という声を多数聞くことができ、プロジェクト

の効果が根付いてきていることを確認することができた。 

 

（３）プロジェクトのオーナーシップの確立 

本プロジェクトの上記のような成功の理由は、JICA 側インプットによる専門家はじめ関係

者の努力によるところが大きいほか、その土地の状況に適した農作物その他の生産手段を柔

軟に導入した点などが挙げられるが、成功の大きな理由となったのはとりわけ C/P 機関であ

るCDRとその構成メンバーであるプエルトカベサス市、BICU大学、URACCAN大学及び PANA 

PANA（NGO）が本プロジェクトを自らが実施の責任を有するプロジェクトであると強く認識

し、オーナーシップを強く発揮しつつプロジェクトを推進してきた点が挙げられよう。CDR

の共通の問題意識は唯一先住民族であるミスキート族の生活水準向上であり、この強い共通

の問題意識が関係組織間の調整を円滑にし、プロジェクト推進の原動力になったものと考え

る。 
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（４）今後プロジェクト終了までの課題 

今次終了時評価において、今後プロジェクト終了時までに取り組むべきいくつかの課題が

提示されたが、いずれの課題においてもその根底にあるものはプロジェクトの「持続性」を

いかに確保するかというものである。なかんずく、事業終了直後の 2013年中にプロジェクト

を円滑に継続していくためには、関係機関、とりわけプエルトカベサス市の予算を本プロジ

ェクトのために確保することが必要であり、予算案提出のタイミングを考えれば、これは喫

緊の課題であるといえる。この点についてはニカラグア側関係機関の迅速な対応をお願いし

たい。 

 

（５）プロジェクト終了後の課題 

本プロジェクト実施を担う CDRの士気は高いものの、プロジェクト終了後、これまで JICA

側派遣専門家が支援してきた本プロジェクトの事務局の役割も含め、4 機関の集まりである

CDR がプロジェクト推進を担う実施機関として効率的に機能するような体制整備が必要であ

る（事務局の再構成等）。これは今次終了時評価において、CDRの各メンバーからも強く指摘

された点である。 

本プロジェクトの上位目標は、本プロジェクトの３つのターゲット・エリア（プエルトカ

ベサス市 Llano Norte地区, Llano Sur地区及び Tasba Pri地区）のみならず、プエルトカベサス

市全体、さらにプエルトカベサス市以外の先住民地域にプロジェクトの効果を波及させてい

くことである。このため本プロジェクト下において、既に 3 回 RAAN 内の他自治体の参加を

募り「生活改善フォーラム」を開催し、本プロジェクトの拡大普及を図っている。ここまで

エンド・ユーザーに効果が浸透してきたプロジェクトであればこそ、プロジェクトの今後の

対象エリアの拡大に大きく期待する。そのためには前述したニカラグア側の強いオーナーシ

ップが必要となる点はいうまでもない。 

 

（６）TAWAN INGNIKA 

本プロジェクトは現地においては、“TAWAN INGNIKA”（ミスキート語で「農村の光」）と

いう通称で呼ばれており、プロジェクト対象地の人々の間に広く認知されてきている。プエ

ルトカベサス市においては、従来農業従事者が大部分を占める地域であるにもかかわらず農

業技術の支援が行われておらず、パイオニア的なプロジェクトとして貧しい農民に生計を向

上させる希望を少しずつ与え始めている。また、5年間の活動のなかで、C/Pには「持続性」

及び「オーナーシップ」の重要性を理解させ、さらに FAO等の国際機関も本プロジェクトで

学んだことを生かし有機農業を始めた農家を見学に訪れるといったようにドナーの注目も集

めるなど、本プロジェクトの可能性は終了を間近に控え更に広がっている。この新たな「農

村の光」が消えることのないよう、関係者の努力の継続を改めて期待する。 

 



付 属 資 料 

 

１．調査日程 

 

２．主要面談者リスト 

 

３．PDM（和文） 

 

４．PO（和文） 

 

５．日本側投入実績 

 

６．ニカラグア側投入実績 

 

７．研修・セミナー実績 

 

８．成果品リスト 

 

９．ミニッツ 

 

10．普及ガイドライン和訳  

（プロジェクトの普及モデルを説明した第２章のみ抜粋） 
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